
は　じ　め　に

　１９３２年３月１日，奉天において「満州国」の建国を宣言した。この発表

にともない，首都は長春（新京）とし，年号は大同と定められた。さらに，

同月９日には「満州国」執政に清朝最後の皇帝であった溥儀が就任する。

日本は１９３２年９月に正式承認し，日満議定書を締結し，「満州国」の国防を

担当すると共に，既得権益を承認させたのである。

　この「満州国」建国は，国際社会の批判を浴びることになった。同年１０

月，国際連盟現地調査委員会として満州事変の調査に当たった，リットン

調査団による調査結果（リットン報告書）によれば，「満州国」建国を自発

的な自治運動の結果として認めず，満州には中国主権下の地方自治政府を

設置し，日本主導のもとで列国の国際管理下におくことを提案している。

しかし，この報告は，日満議定書を取り交わし，すでに「満州国」建国を

認めている日本政府にとって反発するところとなり，翌年３月の国際連盟

から脱退する契機となる。その後，日本は国際社会から孤立していくこと

になる。

　こうした国際情勢とは別に，日本は，国内的には「膨脹的日本」をイデ

オロギーとし，領土拡大競争を正当化し，国民の覚悟を促す議論として組

み立てる一方，「満州国」に対しては「五族共和，王道楽土」を謳い，日本

人の移民を促した。

　「満州国」建国は幻想であり，国際社会で認められなかった存在であった
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にせよ，日本としては「満州国」の建国を認める中で，植民地化を図り，

その内実を蓄積したのも事実である。この「満州国」の植民地化の進行に

伴い，意識するにしてもしないにしても，日本化が浸透することになる。

「内地延長主義」「同化主義」と呼ばれるのがそれに当たる。本論は，日本

独自の食文化としての醤油が「満州国」へ浸透する過程について，満州ヤ

マサ醤油工場の新京進出を例にして明らかにしていく。ちなみに，国際的

には満州国は認められていないものの，本論の取り上げる課題の関係上，

「満州国」として表現する。同様に支那など不適切な表現も史料中に散見す

るが，史料引用したものについては，そのまま引用することにした。

　満州ヤマサ醤油株式会社は１９４０年１０月，新京に設立された。当初は，輸

入品を専ら扱っていたが，１９４２年度（康徳９年度），移駐工場として満州ヤ

マサ醤油工場が新京に入植した。その後，同年８月に住吉町に味噌工場を

設置し操業を開始し，１２月から出荷が行われた。さらに，翌年１０月には新京

特別市和順区民豊街に味噌醤油工場を設置した。そして，同年１１月２３日に

統制産業味噌醤油製造許可書が下附され，翌１２月に事業が開始されること

となり，味噌は１９４４年（康徳１１年）３月に製品出荷，醤油は６月（実際は

７月）に製品を出荷することになっている。その後，戦後の工場の様子は

不明だが，１９４５年６月の終戦直前まで存続し続けている。

��本論では，日本独自の食文化としての醤油が「満州国」へ浸透した過程

について，満州ヤマサ工場の新京進出を例にして明らかにする１）。

　これまで，国内企業の「満州国」進出の問題は，多くの成果をみること

ができるものの，それは社史などによるものか，政策的な関係で概観を捉

えるものが中心であったと思われる２）。例えば，「社史に見る日本経済史」
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　１）　本論の取り上げる課題の関係上，「満州国」として表現する。また，「満人」と

いう表現も，現在一般では満民族のことを�差すが，ここでは「満州国」在住の

現住民のことをさしている。この点，「入植」「康徳」など，植民地政策の思想を

見る文言は多いが，史料引用したものとして，必要に応じてそのまま引用するこ

ともある。

　２）　例えば，岩波講座『近代日本と植民地』の第三巻では「植民地化と産業化」を →



では，満州中央銀行を始めとして，満州市場株式会社，満州電線株式会社，

満鮮拓植株式会社など公共性を帯びた会社が多く取り上げられている３）。

また，久保文克『植民地企業経営史論』などにおいても，「準国策会社」で

あった台湾製糖を取り上げている。民間会社の場合，社史を作成する余裕

が無かったことも当然配慮する必要があるだろう４）。その意味で，食品関係

企業である満州ヤマサ株式会社を取り上げるということは，民間企業の満

州進出の問題を具体的な面から明らかにするという点で重要であるといえ

るだろう５）。

　また，統制経済期についての研究成果は多いが，中でも『戦時経済』

は６），日本国内の統制経済下における生産力拡充の評価について，明らか

にしたものである。ただ，ここで注意したいのは，ここでの生産性の問題

は，量が注目されたものであり，その製品の質については，あまり注目さ
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→
　　テーマとして取り上げられているが，その内容について，金子文夫の「植民地投

資と工業化」などを参照すると，対植民地投資の実態と産業部門別の構成を明ら

かにするなど，基礎的作業を行っているにすぎない。

　３）　ゆまに書房「社史で見る日本経済史��植民地編」の凡例を参照すると，戦前に

おける日本の植民地及び従属地域に本社・支店があった企業の会社史を復刻刊行

したものであり，すでに復刻されているものは除外していることが記されている。

　４）　久保文克『植民地企業経営史論』（日本経済評論社，１９９７年）。そのほか，疋田

康行「十五年戦争期の日本の資本輸出―財閥資本の対「満州」株式投資を中心

　　に―」（日本植民地研究会編『日本植民地研究』２号，１９８９年）

　５）　同じ醤油企業の満州進出の問題については，キッコーマンを例にした田中則雄

氏の成果がある（「キッコーマンの満州進出と満州における醤油事情について」

『醤油から世界を見るー野田を中心とした東葛飾地方の対外関係史と醤油』崙書

房出版，１９９９年）。ただ，この成果も，満州の醤油事情を概観し，企業進出するま

での経緯を紹介したものであり，企業進出した段階での醸造業の実態を示すまで

には至っていない。

　６）　近代日本研究会『戦時経済』（１９８７年，山川出版社）。同書の成果は，それぞれ

注目できるが，本論の議論との間で特に注目すべき成果は，同書の中で，中村隆

英「『準戦時』から�『戦時』経済体制への移行」，山崎志郎「生産力拡充計画の展

開過程」，宮島英昭「戦時統制経済への移行と産業の組織化」，岡崎哲二「戦時計

画経済と価格統制」である。



れていない点である。とりわけ，同時期に表れる価格統制の問題を議論す

るのであれば，その製品について，量だけでなく質についても言及する必

要があるだろう。その意味で，満州における統制経済下において，ブラン

ドを有していたヤマサ醤油株式会社を素材とすることは，意味があること

と思われる。

　本論は，かかる満州ヤマサ醤油工場について，以下の三つの点から紹介

したい。

　まず第一は，満州における醤油醸造業の概況について紹介したい。すな

わち，満州ヤマサ醤油工場が「満州国」の首都にあたる新京に工場を進出

する背景について，「満州国」の醤油醸造業全体から紹介していく。ちな

みに，満州ヤマサ醤油工場も醤油醸造だけでなく，味噌醸造も併せて製造

しているように，類似している原料を使用する醤油と味噌の二種の製造が

行われている。よって，本論でも，醤油と味噌の両方を取り上げることに

したい。

　第二番目は，満州ヤマサ醤油工場の設立過程を明らかにする。すなわち，

満州ヤマサ醤油株式会社設立の経緯と，その後，味噌醤油醸造工場として

建設された満州ヤマサ醤油工場の特質を明らかにし，日本の食品企業の「満

州国」進出の意味を考えたい。

　そして第三番目は，満州ヤマサ醤油工場の経営動向について明らかにす

る。満州ヤマサ醤油工場は，生産を開始して，二年もたたずして終戦を迎

えることになるが，この間の経営動向を労働関係，満州味噌醤油統制組合，

販売を含めた経営状況それぞれの動向から明らかにし，その特質を検討し

たいと考える。

　以上，三つの点を明らかにすることで，「満州国」への日本食品企業進出

の特質を明らかにできればと考える。

一　満州における醤油味噌醸造事情

　ヤマサ醤油株式会社が満州工場の設置を検討する前に，「満州国」建国前
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後において満州に展開した醤油・味噌醸造業の様子と，１９４５年までの満州

における醤油醸造業の推移を概観しておくことにしよう。

　満州には，醤油や味噌と全く同じものは存在せず，類似品としては，醤

油は青醤（チンジャン），味噌は大醤（ターヂャン）が存在した。醤油自体

は高級品とされ，最上醤油は日本人が供給し，二番醤油以下は満州人が供

給した。また，満州における醤油醸造は，満州人独自に醸造が展開した場

合と，日本人により醸造が展開した場合の二つの種類があった。ちなみに，

味噌は満州人独自に供給されていなかったといわれている。

　満州人独自に展開した醤油醸造業の様子を概観しておこう。満州におけ

る醤油醸造業の始まりは，１９０１年監獄の囚人を使役することを目的として，

奉天習芸所（監獄）に浙江省（せっこうしょう）から杜氏を招聘したこと

に始まる。この時，南支那式醤油の醸造法が実施され，翌年は市販されて

いる。当時の醤油は高級品であり，わずかに富豪のための食用か贈答用と

して使用されたにすぎなかった。１９０９年になると，浙江省の王姓という人

物が奉天大東門において大同醤業公司を創業したのである。これが民間企

業の嚆矢といわれる７）。

　すでに醤油は青醤と比較して美味しいという評価は得ていたが，高級品

であった。しかしながら，生活水準の向上に応じて消費量が増加し，１９２０

年以降，毎年１～２工場づつ増やしている。

　また，満州における日本人経営の醤油醸造業も展開することになるが，

その嚆矢は，１９０４年の日露戦争時であった。すなわち，同年１１月に満州軍

倉庫が陸軍大臣の許可を得て遼陽西関に直営の味噌醸造所を設置し，翌年

２月に醤油醸造所を設置した。そして，６月には工場を閉鎖することにな

る。この時，細桶９０本，釜２４～５個ほどが払い下げられており，旅順醤油

会社・奉天伊予組・営口東莱醤油園，などの勃興のきっかけとなったので

ある。
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　７）　西巻豊之助「満州に於ける醤油味噌醸造業」（工業化学会満州支部編『満州の

資源と化学工業』１９３３年）



　また味噌醸造業は，原料として高梁を利用することで，産業育成の素地

はあった。ただ，味噌については，当時の満州人は使用しておらず，基本

的に日本人の移住の中で，味噌醸造の必要性が求められたのである。

　それでは次に，１９１５年前後の様子について，＜史料１＞を参照しよう。

ちなみに，＜史料１＞の出典である『満蒙産業誌』は，関東都督府陸軍部

が編纂したものであることを踏まえると，日本の満州進出に当たって，醤

油醸造業の地元産業育成の必要性が説かれたものとして叙述されたものと

考えることができる８）。

＜史料１＞

醤油醸造業��満州に於ける醤油の需要は，日本人の増加に伴ひ益々増進の

勢にあるも，地方に於ける醸造力は其三分の一を満たすに過きす。然る

に一方支那人亦漸く日本醤油の嗜好者を生し，東蒙及北満僻揶の地方に

於てすら，支那料理店か之を使用するを誇りとする勢にて，将来益々需

要額を増加せんとするの趨勢にあり。是に於てか満州特産の大豆と，関

東州内に産出する塩とを原料として，醤油を醸造する者を続出し，大正

四年末に於ける工場数七を数ふに至れり。其中主なるものを旅順醤油醸

造合名会社（資本金二万五千円，年製造高醤油千五百石，味噌三万二千

貫とす），営口の東莱醤園（田村忠一氏の経営に係り資本金三万円，一ケ

年約一千石を産出す）及大連の池田醤油醸造場（資本金二万円，年二千

石を産出すと）とす。此外一万����円乃至一，二千円の資本にて本業を営

むもの数箇所ありて，何れも相当の成績を挙けつつあるなり。要するに，

本事業は前途に多大の望みあるを疑はさるなり。

　同史料を参照すると，満州地方の醤油醸造業は，基本的に日本人の移住

者の増加に伴い，生産が増加している。醤油は，高級品であったが，満州

地方の大豆は満州大豆の産地として著名であり，塩は関東州内から運びこ

むことが可能であった。また，小麦も生産されており，醤油醸造地の産地
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　８）　関東都督府陸軍部編「南満州に於ける工業」『満蒙産業誌』（民友社，１９１６年）



としての要件は備わっていた。よって，豊富な原料を背景としながら，醤

油醸造業は経営者を増やし，経営的には順調に成長したのである。

　１９３３年ごろにおける満州人経営と日本人経営による醤油・味噌醸造工場

の分布は，それぞれ＜表１＞＜表２＞の通りである。満州人は奉天を中心

に醤油醸造業が展開されたのに対し，日本人は大連を中心に醤油醸造業が
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＜表１＞　満州人経営による主な醤油工場分布

１年間大豆
使用量（石）

工 場 数地　　名

６�６００１１奉 天
５００１新 京
１�５００４ハ ル ピ ン
３００１鉄 嶺
５００１撫 順
３００１営 口
５００４安 東
５００１錦 県

１０�７００２４合 計

醸造石数は不明だが，大豆使用量から判断すると一番醤油，
二番醤油合わせて，３６�０００石程度を生産したと考えられる。
工業化学会満州支部編「満州の資源と化学工業」（１９３３年）

＜表２＞　日本人経営の主たる醤油工場分布・容
　　　　器総石量�

容器総石量工 場 数地　　名
２４�４００１８大 連
１�４００２旅 順
３００１営 口
５�７００２遼 陽
１�５２０２撫 順
２�４５０２安 東
１５�５００５奉 天
７４０１公 主 嶺
２，４７０２新 京
１�５００１ハ ル ピ ン
５００１吉 林

５６�４８０３７合 計

醸造石数は不明だが，１�７０００石程度を生産したと考えられる。
工業化学会満州支部編「満州の資源と化学工業」（１９３３年）



展開していることがわかるだろう。また，ちょうどこの時期，「最近満鉄

中央試験所に於て塩酸分解による速醸法に成功し企業化せられんとし，昭

和工業株式会社の味の素製造の際の母液も醤油に利用せられるに至り斯業

は今や大に発展の機運にある」と，昭和工業株式会社の味の素製造の際の

母液も醤油に利用されるようになっている。後述するが，ヤマサ醤油満州

工場においてもアミノ酸醤油が醸造されている。アミノ酸醤油とは大豆粕

や麸（ふすま）で煮沸し，それらのタンパク質をアミノ酸に加水分解し，

苛性ソーダで中和して作るものである。アミノ酸醤油を始めとして醤油醸

造の速醸法が試験化され，実用化されていくのである。

　＜表３＞は，１９２５年・２６年段階での醤油醸造所の様子である。醸造石高

２００石にも満たない企業から，５０００石を超える企業まで大小の差が見られる

が，１９２６年度とを比較すると醸造石高は，おおよそ増加しており，一般に

規模を拡大しつつある様子がわかる。時期が逆になるが，１９２６年における

各地の醤油醸造高を紹介した＜表４＞を参照しても，旅順・大連といった

関東州を中心に広がり，遼陽・奉天などでも多くの醸造高をみることがで

きる。こうした傾向は，「満州国」建国直後の段階にあたる１９３４年・３５年の

＜表５＞においても同様といえるが，「満州国」内部の醤油醸造量は停滞し，

大連の醤油醸造業が活気付いている。

　次に，１９３０年から４５年までの満州醤油醸造市場の動向を「満州年鑑」を

例にしながら明らかにしていくことにしたい９）。＜史料２＞を参照しよう。

＜史料２＞１９３７年の醤油味噌醸造業

満州に於ける南武醤油醸造の鼻祖は官業では奉天習芸所，民業は大同

醤油公司である。満州国成立以来邦人の急増に伴ひ，全満醸造業者も

造石高も目覚しい増加を示してゐる。昭和六年の造石高は二〇九五〇

石であるが，自来漸増して昭和九年に於ては四九二五九石に達し，二

倍半に急増した。従来関東州の醸造品は満州国へもその三割見当を輸
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　９）　満州日日新聞社『満州年鑑』（１９３３年～４５年）（復刻版，日本図書センター，

１９９９年～２０００年）



出したが，満州国内に於ける����斯業が旺盛となるに促ひ，輸出が頓に

減退した。事変前は皆無と言はれたが最近では州内造石高と匹敵する

様になり，延ひて�は関東州醸造業者を次第に侵蝕し，かくて両者の対

立は漸く激化するようになった。一方内地よりの輸入は亀甲萬，ヒゲ

タ等一流商品が依然優勢で年額約一万石に達し，満州側業者を脅かし，

品質の優秀，大量生産による廉価と，宣伝効果で満州市場には根強い

地盤を獲得してゐる。全満の主なる商社は左の如くである。

　関東州における醸造石高は，１９３１年に１万４５００石，３２年２万２０００石とな

り，３３年２万５０００石，３４年には２万７０００石と増加の一途をたどっている。

�落合：戦時期，食品企業の満州進出について
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＜表３＞　１９２５年ごろの醤油醸造所

１９２６年醸造石高�１９２５年醸造石高
所在地醸造所名

円石　高円石　高

２５９�０９６５�９１７１２０�３２６３�１１９大 連 市 台 山 町大 連 醤 油 株 式 会 社

２６�４００１�２００４０�３０６１�４００大 連 市 文 化 台丸 辰 醤 油 合 資 会 社

２９�７５０８５０５３�０７５１�８６５大 連 市 西 通池田大連支店第一工場

１１２�７５０３�２５０１１２�０００３�８５０大 連 市 徳 政 街池田大連支店第二工場

不祥大 連 市 西 町満州醤油醸造株式会社

８�２００２５０大 連 市 黄 金 町朝日商会味噌醤油醸造所

１１４�４５０５�７７０大 連 市 西 崗 町巴商行味噌醤油工場

７０�０００３�５００大 連 市 佐 渡 町島 喜 醤 油 醸 造 所

不祥不祥不祥不祥大 連 市 台 山 屯株 式 会 社 裕 昌 公 司

不祥不祥不祥不祥大 連 市 岩 代 町大連醤油醸造合資会社

２１２�３７６４�０００１１９�６４３３�５８４奉 天 西 塔 大 街株 式 会 社 奉 天 農 園

９５�０００２�５００３２�０６０８４０奉 天 松 島 町合 資 会 社 伊 予 組

７０�０００１�５００２９�８５３９７５長 春 富 士 町満 州 醤 油 合 資 会 社

不祥不祥２３５安 東 三 番 通田 原 醤 油 店

不祥不祥２８�４９０５２４安 東 大 和 橋日 東 号

不祥不祥１２�０９０４０３営 口 南 本 街株式会社盛進商行醸造所

不祥不祥３７�０００１�３００旅 順 乃 木 街吉 村 商 会 醸 造 所

不祥不祥不祥不祥旅 順 朝 日 町満 州 醤 油 株 式 会 社

１０５�２４０２�６３１７２�１５１２�８８６遼 陽岡 田 醤 油 醸 造 工 場

不祥不祥４�９７０１６８遼 陽大矢組醤油醸造工場

「全国醤油醸造統計」（大正９年～昭和３年）
（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料４－２－３エ－２）



他方，＜史料２＞を参照すると，満州における醸造石高は１９３１年の段階で

は２万１０００石弱であったのが，３４年は５万石弱に醸造石高を増やしてきて

いる。当時，関東州から３割程度を満州に輸出していたわけだが，満州で

の醸造石高の増加と共に，減少している様子がわかるだろう。また，日本

産の亀甲萬・ヒゲタ醤油は銘柄的にもブランド的存在であり，１万石程度
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＜表４＞　１９２６年における各地醤油醸造高

円石　高

６２�３４０２�０６５旅 順

２３４�８８０７�６２７大 連

７�４３０２５７営 口

７１�０５５２�８６６遼 陽

１６４�６９５３�９４３奉 天

４�７０５１０５本 渓 湖

８�３２７２１１開 原

１０�０９８２７３四 平 街

３３�１８３８０２公 主 嶺

１８�３８３４４８長 春

６５１�７６１１９�２６６総 計

総計が合わないがそのままとした。
大正９年～昭和３年　「全国醤油醸造統計」
ヤマサ醤油株式会社所蔵史料４－２－３　エ－２

＜表５＞　１９３４年度・１９３５年度における醤油醸造量と価額

１９３５年度１９３４年度
価額（円）数量（石）価額（円）数量（石）

３９�３３７１�３７５６５�２２７２�８５０旅 順関 東 州

６３０�０４７３２�４０８５１８�９０４２５�３３９大 連

１９�７３８１�０６５金 州

１０�０５０３５０１３�４７５３８５鞍 山満鉄附属地

１４２�３５０２�６５０１２３�１８０４�１０６遼 陽

１８７�０００９�１００２９９�５７０１１�８９０奉 天

３３�２７０１�１０９６５�５６０２�１７８安 東

２０�０００１�０００２６�０４０７４４公 主 嶺

５５�０５５２�０４５５６�９４８１�７６７新 京

各年『満州年鑑』（覆刻版　日本図書センター）参照



が満州市場へ入っている１０）。１９２７年における内地産（日本産）亀甲萬と大

連産亀甲井について，大連における卸売相場で比較した＜表６＞を参照す

ると，内地醤油と比較して大連醤油の方が２割程度安価であった１１）。

　以上の様に，ヤマサ醤油が満州に進出する前段階に当たる，１９２０年代か

ら３０年代の満州醤油市場を展望すると，産地の立地から，関東州産の関東

州醤油が満州へ移入されるものと「満州国」内で生産していた満州醤油が

あった。この満州醤油の中には，満州人が生産したものと，「満州国」建国

にあわせて日本企業が進出したものの二種類あったのである。そして日本

から輸出され品質的に高級品であった亀甲萬・ヒゲタ醤油が存在した。

　そして，満州醤油の中には，満州人が生産したものと，「満州国」建国に

あわせて日本企業が進出してきたものの二種類があったのである。

��そして，その後の満州における醤油市場を展望すると，まず満州醤油と

同じ程度の品質であった関東州醤油が，満州醤油の増加に伴い後退してい

る。そしてその後，日本から輸入していた醤油が撤退するようになる。こ

の点を紹介した，１９４４年の様子を参照しよう。
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１０）　たとえば，１９４１年における『満州年鑑』「工業，食料品工業」�の項を参照する

と（前掲書　２２６頁），「一方需給は国内生�産では満たされず，内地よりの輸入は

年額一万石に達し，亀甲萬，ヒゲタ等一流商品優位を占め，品質の優秀なること，

大量生産による廉価，宣伝による普及により，満州市場を浸蝕し，強固な根を張

りつつある」と記載されてある。

１１）　「全国醤油醸造統計（大正９年～昭和３年）」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料４

－２－３エ－２）

＜表６＞　大連卸売相場表（１９２７年）

８月７月６月

６�００６�００６�００内 地 亀 甲 萬

５�７５５�７３５�７５内 地 亀 甲

４�８０５�００５�００大 連 亀 甲 井

すべて９升樽入りである
全国醤油醸造統計（大正９年～昭和３年）
（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料４－２－３　エ－２）



＜史料３＞１９４４年の醤油味噌醸造業

従来，関東州は塩に恵まれ斯業が栄え満州国へもその三割程度を輸出

してゐたが，事変後満州国内斯業の急激な発展により最近では州内造

石高と比肩するやうな状態となつたが，一方需給は国内生産では満た

されず内地よりの輸入は年額相当数量に達し，亀甲萬，ヒゲタ等一流

商品優位を占め品質の優秀なること，大量生産による廉価により満州

市場を侵蝕し強固な根を張りつつあつた。然し康徳八年八月より着手

の地場産業振興方策に依り康徳十年度に於ては完全に国内自給自足の

域に達した。

　１９４１年（康徳８年）８月の地場産業振興方策の内容は不明だが，日本か

らの輸入品も満州市場から撤退したことがうかがえる。本来，高級品とし

てすみわけがなされていた日本からの輸入醤油が，満州市場から撤退する

ということは，満州地方内部においても，高品質な醤油が一定量醸造され

るようになったと考えられる。すなわち，戦前までの醤油醸造業について

は，「満州国」における国内市場が一定度達成できた過程として見ること

ができるのである。そして，地場産業振興方策については，わからないが，

この時期にヤマサ醤油の満州工場が設立されたのである。

　ヤマサ醤油自体が満州へ進出する理由について，日本の国内市場の動向

から述べていくことにしよう。１９２０年代半ばにおける東京醤油市場は，飽

和的様相を見せ始め，乱売戦の展開と醤油価格の低落の中で生産過剰が叫

ばれるようになっている。こうした中，関東最上三印の協調体制＝三蔵協

定が図られることになった。その後，協定の見直しが行なわれることで，

効果も見られたのであるが，各社の設備投資などにより減産には消極的で

あり，結局１９３３年に協調体制が崩壊する１２）。この間，ヤマサ醤油は全国の

自家用醤油の調査を実施し，販路の拡大を模索するものの，うまくいって

いない。こうした中，ヤマサ醤油は，新たな市場を拡大するため，海外輸
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１２）　花井俊介「三蔵協定前後のヤマサ醤油」（林玲子編『醤油醸造業史の研究』１９９０

年，吉川弘文館）



出が意図されたのである。ただし，すでに関東最上三印のうち，亀甲万と

ヒゲタは満州市場において，ブランドを築いており，その意味では，ヤマ

サ醤油は遅れをとっていた。

　ヤマサ醤油の海外進出は，「当店も夙に此の傾向に着眼し，小規模ながら

海外への試売を行ひつつあり，殊に紐育市に於ては，米人の食卓用として

小壜に詰めて ����������	���
������
��と命名して販売し居れり。

然れども外国に大販路獲得の目的を以て大規模に発売する為には多大の犠

牲を覚悟せざる可からず」と，述べられているように，以前から全く輸出

されていなかったというわけではなかった１３）。ただ，それは現地生産では

なく，日本からの輸出を基調としていたのである。すでに，ヤマサ醤油に

よる満州調査は，明治期にも実施されているが，１９０８年から翌年にかけて

作成された「満州経済調査抄録」を参照しても，主として満州大豆のこと

が記載されてあるだけであり，原料供給の問題として関心を寄せているだ

けであった。しかし，１９３４年になると，ハルピンにおける醤油事情につい

て報告書が作成され，海外（満州）市場への視野をひろげている１４）。この

様に，飽和感の強い国内醤油市場からの新たな市場の活路を展望すること

を目的として，醤油輸出が図られたのである。

　ちなみに，満州ヤマサ醤油工場の進出した新京は，１９３２年に「満州国」

の首都となって以来，多くの日本企業が進出し，併せて人口も著しい増加

をみせることになる。１９３９年版の『満州年鑑』を参照すると，「建国以来新

京に於ける人口の増加は目覚ましく特に日本人の増加は真に著しいものが

ある。康徳五年五月末現在に於ける全市人口は三五八，四三一人之を大同

元年末の一六七，〇三八人に比すれば総人口に於て二倍強日本人に於ては

三倍の増加である…」と記載されているように１５），日本人の増加は顕著で

�落合：戦時期，食品企業の満州進出について
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１３）　昭和３年２月稿��庶務部編「醤油醸造業に就て　附ヤマサ醤油の業況」

１４）　明治４１年～４２年「満州経済調査書抄録」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料特２９－

７６），昭和９年８月「ハルピンニ於ケル醤油ニ就テ」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史

料３－１－５６－１４）

１５）　「新京特別市戸口」（『満州年鑑』１９３９年版，４６４頁）



あった。さらに，＜表７＞で示した通り，その後も新京における人口増加

は著しいものがあった。こうしたことから，「満州国」内の日本人向けの食

糧として，醤油醸造がなされたのである。

　次に，満州ヤマサ醤油工場の設立の過程について紹介していくことにし

よう。

二　満州ヤマサ醤油工場の設立過程

１．　満州ヤマサ醤油株式会社の設立と展開

　満州ヤマサ醤油工場が設立されたのは，１９４１年から４２年にかけてのこと

である。この満州ヤマサ醤油工場の設立に先行して，満州ヤマサ醤油株式

会社が１９４０年１０月に設立された。この満州ヤマサ醤油株式会社設立の背景

について，「営業報告書」を中心としながら紹介していくことにしよう１６）。

　１９３９年８月３０日，日本では中央物価委員会による物価統制実施要綱が答

申された。これを受け，９月２０日，商工省令により満関仕向の輸出調整令

が公布された。これにより，「満州国」はこれまでのように日本から自由
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＜表７＞　新京の人口増加の様子

邦人合計邦 人 女邦 人 男人　　口戸　　数

　７５�４７１３４�２５８４１�２１３３５８�４３１　７１�０９９１９３８年５月

　９９�６７５４３�９１６５５�７５９３９５�８５５　７９�５９８１９３９年６月

１０２�８４６４５�９７７５６�８６９４４７�３００　８８�１５４１９４０年５月

１３０�７０５５８�１６０７２�５４５５２７�４４５１０５�３６８１９４１年７月

１３２�４１９６０�０９８７２�３２１５５４�５０１１１５�８３７１９４２年５月

１５３�６１４８６３�６０７１６１�１７６１９４５年ごろ

この時期，日本人には朝鮮（半島）人も含まれるが，表中の邦人は基本的に内地
人とした。
康徳４年（１９３７）より新京特別市
各年『満州年鑑』参照

１６）　各期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－３，４，２１－７，２４，

　　４４－９）



に物資を輸入することは不可能となったのである。そして，日本に対し生

活必需物資の確保を目的として，日本の商品別・地域別輸出統制団体と対

応する必要が求められたのである。このため，同年１２月２６日生活必需品会

社を拡大し，資本金５０００万円（払込３０００万円）の特殊会社とすると共に，

名称を満州生活必需品会社と改称し，生活必需品の輸入・配給の計画を意

図したのである。しかし，この生活必需品会社のみで，すべてを計画的に

輸入し配給することは困難であった。このため，翌１９４０年３月１４日，経済

部布告により，全品目を甲乙丙の三種類に分け対応することになったので

ある１７）。

　まず，甲種目についてであるが，澱粉や砂糖など八品目について，輸入

から消費までの全段階を生活必需品会社で独占的に取り扱うこととしてい

る。次の乙種目は，缶詰や乳製品など八品目のうち六品目は生活必需品会

社を主体としながらも，三井物産・三菱商事など有力輸入貿易商が満州生

活必需品輸入連盟を組織し，①輸入品種，数量の統制，②輸入と元売捌価

格の統制，③輸入配給方法とその他取引に関する統制，の三種類の統制が

行われた。そして，丙種目の商品については，以前通りの自由輸入とする

ものの，漸次乙号品に類似した統制団体を組織するようになっていく。

　かくして，醤油においても，生活必需品会社や日本製造会社の支店，ま

たは同一資本系列にある商社を通じて，輸入団体を組織し，輸入配給の統

制に当たることになったのである。また，同時に「満州国」国内製造業者

においても，同様に統制団体を組織することとなり，生産・輸入・配給の

全局面に一貫して統制が企画されたのである１８）。１９４０年１１月９日に醤油と

味噌の二業種による国内製造業者団体を第一部とし，輸入団体を第二部と

した満州味噌醤油統制中央会を結成したのである。
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１７）　第一期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－３）

１８）　戦時統制期において，経済団体の果した役割は大きい。この点，柳沢遊・木村

健二編『戦時下アジアの日本経済団体』���（２００４年，日本経済評論社）を参照のこ

と。



　かかる情勢を背景にしながら，ヤマサ醤油株式会社は，かねてから計画

していた満州ヤマサ醤油株式会社の設立を具体化することになった。この

時期，ヤマサ醤油株式会社が満州に進出した直接的な理由はわからない。

先に指摘したような国内市場の飽和状態であった点以外に，二つほど理由

として考えられよう。一つは，国策的な意志が働き，「満州国」への醤油増

産を意図したということである。当時，日本国内においても三印として名

声を博していたヤマサ醤油が「満州国」へ直接進出することで，「満州国」

醤油市場の輸入・生産両面における安定供給に寄与できると考えたものと

思われる。もう一つは，日本産醤油の輸出制限（「満州国」から見れば輸入

制限）が具体化されたことで，この時期を逸すると，ヤマサ醤油株式会社

にとって満州進出の機会が断たれるという危惧があったと考えられる。こ

のため経営戦略の見地から満州ヤマサ醤油株式会社の設置がこの時期求め

られたと考えられるのである。いずれにせよ，満州ヤマサ醤油株式会社は，

１９４０年１０月２８日，日本製造業者と同一資本系統にある商社として設立し，

統制中央会結成に当たっては，第二部会員である輸入業者として認められ

たのである。

　創業期の満州ヤマサ醤油株式会社について，株主を示した＜表８＞を参

照すると，本格的に工場設置を実施する際に増資した１９４１年度以降を含め，

浜口儀兵衛が主たる株主であった。あとは，取締役など重役が株を有して

いた。かくして，１９４０年１０月２８日，満州ヤマサ醤油株式会社が設立したの

である。翌１１月９日には，満州味噌醤油統制中央会が設立している。この

満州味噌醤油統制中央会は，日本の輸出組合指定価格を基準とし，輸入醤

油の公定価格を決定公布している。この時，満州ヤマサ醤油株式会社は，

同会に加入し理事として運営に参画している。

　翌１９４１年１月には統制規定が決定された。それによると，北辺振興計画

地区においては，生活必需品会社で統制配給を実施することとし，新京・

奉天・浜江・吉林・安東の各省では卸売連盟地区として既存の配給機構が

認められた。そして，その他の地区については，それぞれ販売組合を通じ
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て統制配給に当たることとし，生活必需品会社支店配給所もこれに参加す

るようにしたのである。

　こうした状況下，ヤマサ醤油株式会社も醤油輸入の営業が開始され，日

本の輸出統制の範囲内であるが，順調に醤油輸出が行われたのである。

　また，２月には満州味噌醤油統制中央会は，経済部大臣により，醤油の

輸入業者として指定されることとなり，日本国内の輸入醤油の確保が行わ

れたのである。

　しかしながら，「満州国」内への醤油輸入量は激減する一方であった。そ

の結果，「満州国」内における生産配給の状態も少なくなっていることから，

�落合：戦時期，食品企業の満州進出について

―� ―41

＜表８＞　満州ヤマサ株式会社における株主と役員�

第５期第４期第３期第２期第１期

　１９４３年４月
～１９４４年３月

　１９４２年４月
～１９４３年３月

　１９４１年４月
～１９４２年３月

　１９４１年４月
～１９４２年３月

　１９４０年１０月
～１９４１年３月

康徳１１年度康徳１０年度康徳９年度康徳８年度康徳７年度

１１�０００１１�０００１１�０００１�５００１�５００浜口儀兵衛

７�０００７�０００７�０００福田　右一

１�１００１�０００１�０００１００１００浜口　勉太

３００３００３００１００１００岡本　勇五

３００３００３００１００１００外岡松五郎

１００１００１００５０５０国中　　亮

５０５０森　　三樹

１００１００１００藤田進一郎

１００１００５０５０水木　彦助

１００１００５０５０吉水　清次

１００安部　忠行

浜口　勉太浜口　勉太浜口　勉太外岡松五郎外岡松五郎代表取締役

福田　右一福田　右一福田　右一国中　　亮国中　　亮取　締　役

外岡松五郎外岡松五郎外岡松五郎水木　彦助水木　彦助取　締　役

国中　　亮国中　　亮国中　　亮取　締　役

岡本　勇五岡本　勇五岡本　勇五岡本　勇五岡本　勇五監　査　役

各期『営業報告書』（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料）



新たな方策を検討する必要が求められたのである。具体的には満州味噌醤

油統制中央会において職員会を漸次開催し，①既存生産業者の生産量と生

産能力についての調査を申告すること，②原材料の割当を検討すること，

③原材料の調達方法を検討すること，などといった点について検討された

のである。その結果，１９４１年１１月２９日には，上記の課題について，①生産

計画として，醤油３０万石，味噌８００万石とすること，②原材料の割当を各省

別・各製造業者別に確定すること，③醤油用の原料大豆は全て大豆板粕を

使用し，アミノ酸醤油製造を中止し，味之素の廃液を使用すること，など

が取り決められている。

　さらに１９４２年２月には，満州味噌醤油統制中央会の機構を刷新し，役員

の改選が行われることになるが，このとき満州ヤマサ醤油株式会社は，監

事に指名されている。この様に満州市場に醤油不足が慢性的に見られるこ

とで，日本にあるヤマサ醤油株式会社の技術や設備の一部を移駐すること

を計画したのである。

　ちなみに，１９４１年８月にはすでにヤマサ醤油株式会社が満州ヤマサ醤油

株式会社に対し，技術，経営など全面的支持の解答を得ていた。それを受

けて味噌醤油工場設立計画を表明したのである１９）。

２．　移駐工場，満州ヤマサ醤油工場の設立

　以上の様な「満州国」内での慢性的な醤油不足を背景に，満州ヤマサ醤

油株式会社は，工場設立に向けた手続を行っている。満州ヤマサ醤油株式

会社は，満州新京特別市に醤油醸造と輸入販売，味噌・酢の醸造・販売を

意図して設立した。それが，１９４０年１０月２８日，株数を２千株資本金１万円

であったのを，株数２万株，公称資本金を国弊１０万円として，新たに新京

特別市朝日通に設立した２０）。
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１９）　第一期，第二期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－３，４）

２０）　「株式会社増資設立許可願　事業計画明細書��満州ヤマサ醤油株式会社」（ヤマ

サ醤油株式会社所蔵史料　特１０－１９）



　１９４２年，満州ヤマサ醤油株式会社は，新京に満州ヤマサ醤油工場を設立

することになる。この時の会社設立の趣意について，＜史料４＞を参照し

よう２１）。

＜史料４＞

　　　　　会社ノ設立ノ主意

満州国ニ於ケル醤油ノ需要ハ日本人ノ移住増加並ニ満州国人ノ生活向上

ニ伴ヒ近来激増シ来リタルモ，日本内地ニ於ケル醤油ノ需要増加ハ更ニ

甚シキニ反シ，其ノ原料配給不円滑ナル為メ生産減少ノ巳ムヲ得ザル所

ヨリ，自然内地ノ需要ヲモ充シ得ズ，従ツテ外地タル満州支那方面ヘノ

輸出ハ充分トハ言ヒ得ザル状態ナリ

然ルニ之ヲ生産的方面ヨリ観ルニ，原料タル大豆，食塩ハ満州国ヨリ輸

出シツツアリ，小麦亦満州国ニ於テ相当量生産セラルル処ヨリ醤油醸造

上ノ原料関係ヨリスレバ，寧ロ満州国コソ好適地ナリト謂フベク，其他

技術的条件タル気温，水質等ハ人口的ニ解決シ得ベク，是ヲ以テ満州国

ニ於テ醤油醸造業ヲ開始セントスルモノニシテ，之ガ実現ヲ見ンカ原料，

製品ノ輸出入ニ要スル運転能力ノ軽減ハ現下輸送難時代ニ於テ貢献スル

所大ナルモノアルベシト信ズ

斯クテ日本内地ニ於テハ，当分増産ノ方法見込ナキモ，之ヲ満州国ニ於

テ自給自足的施設ヲナスニ於テハ，其効果独リ満州国ヲ利スルノミナラ

ズ，日本内地亦従来ノ輸出量ヲ国内消費量ニ充ツルヲ得テ，消極的ナガ

ラ増産ヲ実現スルヲ得ベク

即チ茲ニ本会社ヲ設立シ，以テ満州国国民生活ノ向上ニ資セントスル次

第ナリ

　　　　会社ノ目的タル事業ノ大要

醤油，味噌，其他調味食料品ノ製造並ニ販売及之ニ附帯スル事業ヲ営

�落合：戦時期，食品企業の満州進出について
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２１）　「会社ノ目的タル事業ノ大要」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１３－３７）



ムヲ目的トシ，其ノ概要左ノ如シ

日本最上醤油ノ醸造法ニ倣ヒ大豆五斗小麦五斗ヲ夫々蒸煮，又ハ煎熬

割砕シテ麹ヲ造リ之ニ食塩百斤ヲ溶解セル水一石ヲ加ヘテ貯蔵桶ニ仕

込ミ約一ケ年余毎日撹拌シツツ醗酵セシム之ヲ諸味ト謂フ，熟成セル

諸味ヲ圧搾袋ニ入レ圧搾機ニ掛ケ圧搾シ液汁ヨリ油ヲ分離シ殺菌セル

ヲ清澄シテ樽詰又ハ壜詰トナシテ市販ス

　　　　製造期間　　原料加工ヨリ市販迄十二ケ月乃至十八ケ月

　　　　製造高，仕込年産　　　　　二〇〇〇石

　　　　製成醤油生産　　　　　　　五四〇〇石

　　　　十八立換算　　　　　　　五四〇〇〇樽

　Ｂ　アミノ酸醤油ノ醸造

粉砕セル大豆粕約十貫ニ対シ塩酸二七瓩（�）ヲ混和シ之ニ蒸汽又ハ

油煎式加熱法ニ依リ一定時間加熱ス其ノ液体ヲ濾過清澄脱臭ヲナシ適

量ノ食塩ヲ加ヘテ醤油ノ窒素量ト等シキ程度ニ稀釈シタルモノヲ醤油

ニ混合シテ市販ス

　　製造期間，原料加工ヨリ市販迄　　十日間

　　　　製造高　醤油トシテ年産　一八〇〇石

　　　　　　　　十八立換算　一八〇〇〇樽

　　　　　　　　醤油アミノ酸ヲ加ヘテ年産　七二〇〇〇樽

　　Ｃ　味噌ノ醸造

大豆四石ヲ煎熬シ之ニ米糀二石ヲ搗混ゼ貯蔵桶ニ仕込ミ四ケ月乃至

六ケ月経過後市販ス

　　　　　　　　製造期間，原料加工ヨリ市販迄四ケ月乃至六ケ月

　　　　　　　　製造高，仕込年産　　一五〇〇石

　　　　　　　　　　　　　　　　製成年産　　八一〇〇〇貫

　同史料の作成年代は不明だが，史料の前後から鑑みるに，会社設立とは，
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工場設置を含意したものであることから，１９４２年ごろのものと考えられる。

　さて，同史料から満州ヤマサ醤油工場設立の趣意を参照すると，満州ヤ

マサ醤油工場の設立について，二つの点が紹介されている。

　一つは，「満州国ニ於ケル醤油ノ需要ハ日本人ノ移住増加並ニ満州国人ノ

生活向上ニ伴ヒ近来激増シ来リタルモ，日本内地ニ於ケル醤油ノ需要増加

ハ更ニ甚シキニ反シ，其ノ原料配給不円滑ナル為メ生産減少ノ巳ムヲ得ザ

ル所ヨリ，自然内地ノ需要ヲモ充シ得ズ，従ツテ外地タル満州支那方面ヘ

ノ輸出ハ充分トハ言ヒ得ザル状態ナリ」と，日本国内における醤油需要の

増加と統制経済に伴う醤油海外輸出の減少と「満州国」内の醤油需要の増

加という点が指摘されている。そしてもう一つは，「原料タル大豆，食塩

ハ満州国ヨリ輸出シツツアリ，小麦亦満州国ニ於テ相当量生産セラルル処

ヨリ醤油醸造上ノ原料関係」と，醤油や味噌の原料である大豆・塩・小麦

の調達が満州内でも可能であるという点であった。この点は，前項で紹介

した内容とも同じ意味をなすだろう。

　そして，醤油・アミノ酸醤油と味噌の三種の製品を醸造することとなっ

たのである。この中で注目できるのは，アミノ酸醤油の製造を醤油醸造と

同じ量で積極的に推進しようとしている点であろう。原料加工から１０日間

で市販可能なアミノ酸醤油は，醤油醸造の速醸法として注目すべきであり，

こうした速醸法による製品化がこの時期求められたのである。「事業計画

明細書」を参照すると，１９４２年６月には，工場の起工を行い，１９４４年２月

には完成する予定とし，製品は，醤油・番醤油・味之素味液を利用した味

液醤油，味噌，醤油粕などを予定している。前述したように，資材は日本

からの移駐品によるものであるが，原料や販売先は「満州国」内であるこ

とを予定していたのである２２）。

　本工場設立に当たっては，１９４１年９月に，工場設立許可申請書を新京特

別市長宛てに提出している。そして，経済部，興農部各関係部署より満州
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２２）　康徳９年「事業計画明細書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－１９）



ヤマサ醤油工場設立の計画が妥当で適切であることが認められ，さらに１９４２

年２月２４日に新京特別市からも許可を得た。かくして，ヤマサ醤油株式会

社からも１９４２年７月１６日に，移駐工場として日本から満州へ工場を移すこ

とが申請され，翌８月６日に，①醤油味噌醸造工場は，新京市へ移駐する

こと，②事業は味噌・醤油醸造，販売とすること，③事業計画については

政府の指示にしたがうこと，④康徳９年（１９４２）１２月末日までに入植を完

了すること，の四点を条件として工場設立を認可されたのである２３）。

　満州ヤマサ醤油株式会社は，日本のヤマサ醤油株式会社の全面的協力を

受けたことは先に示した通りである。具体的には，醤油・味噌醸造におけ

る主だった設備を移駐することで工場を設立した。機械の名称は，史料に

よって若干異なるが，＜表９＞の通りである。新京で製作されたものも

あったが，ほとんどが，銚子工場で使用されていた機械であり，中古品で

あった。それらを鉄道で両国か浜川崎へ運びこみ，そこから船で大連まで

運んだのである２４）。その金額は＜表１０＞の通りである。１９４５年７月段階の

固定資産の明細を示した＜表１１＞を参照しても，暖房などといった一般的

器具は現地調達品であったが，醤油や味噌の醸造に必要な機械器具のほと

んどは移駐品であった。

　「満州国」内での技術開発，機械製造は困難であることから，移駐品とし

て技術を導入することが求められたと考えられる。この移駐品の性格につ

いて，本社内での現役の機械を移したものなのか，はたまた中古で保存さ

れていたものを移したのかは不明だが，醤油醸造において必要な設備や備

品類が本社の丸抱えで移転されたのである。
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２３）　「経済部指令第四四一九号��康徳九年日本中小工業満州移駐認可ニ関スル件」（ヤ

マサ醤油株式会社所蔵史料，特１３－３７）

２４）　明治１８年１月～２０年９月「満州ヤマサ計算書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，

特１０－２５）



�落合：戦時期，食品企業の満州進出について

―� ―47

＜表９＞　移駐機械目録

製 造 年製 作 所個数構　　造種　　　　類

昭和１６年東京２１台５０馬力電動機

昭和１７年深川宝山１基ランカッシャー汽缶

昭和１５年東京１台ウオシントンポンプ

昭和１５年東京１台５０石揚水ポンプ

昭和１０年ウマチ製作所　６１日１０石圧搾機

昭和１０年ウマチ製作所　６１日１０石圧搾石

昭和１７年ウマチ製作所１台１００石諸味ポンプ

昭和１５年東京１台５０石塩水ポンプ

昭和１４年銚子吉田鉄工所２個１０石豆蒸釜

昭和１３年山越製作所１台１０石麦熬機

昭和１３年東京　１２１０石麦把ロール

昭和１７年東京１台２０石味噌摺機

昭和１７年山越製作所１台２０石原料精選機

昭和１７年東京１台７，５馬力空気圧縮機

昭和１５年東京１台２０００ポンド蓄力器

昭和１５年東京１台２０石生揚ポンプ

昭和１７年東京１台１０石大豆割砕機

昭和１７年大阪相互１台ウアキュームポンプ

昭和１５年東京１台５０００本�詰機

昭和１７年東京１台４０石詰ポンプ

昭和１７年東京１台４０石仕上ポンプ

昭和１５年東京１台１０石殺菌釜

昭和１７年亀戸浜田工場１台５馬力低圧ポンプ

昭和１７年神田山崎１台５馬力変圧ポンプ

昭和１５年東京１台４０石殺菌用ポンプ

昭和１７年東京１台空気タンク

昭和１８年新京１台３尺×６尺油タンク

昭和１７年新京３台木製亀口桶

昭和１７年新京２台油桶

昭和１５年東京１台王冠打栓機

昭和１８年銚子ヤマサ９６台６０石仕込桶

昭和１８年銚子ヤマサ２台６０石塩焚桶

昭和１８年銚子ヤマサ１０台６０石火入及生桶

昭和１８年銚子ヤマサ５台１石半切桶

（注）全て既製中古品
「機械目録」ヤマサ醤油株式会社所蔵史料



三　満州ヤマサ醤油工場の様子について

　かくして，満州ヤマサ醤油工場が建設された。満州ヤマサ醤油工場の様

子について，まず「営業報告書」を参照しながら概要を把握し，その次に

雇用関係，原料調達，味噌醤油組合などの諸側面から明らかにしていくこ

とにしたい。

�　１．　「営業報告書」に見る，満州ヤマサ醤油工場の動向

　前記の通り，１９４２年２月に満州ヤマサ醤油工場の設置を申請し，９月に

認可された。それ以降の動向について，「営業報告書」を通じて概観してい

くことにしよう。もちろん「営業報告書」は，史料的な性格から必ずしも

充分かつ適切に概況が記載されているとは限らないが，この点について留
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＜表１０＞　ヤマサ醤油東京出張所分，満州ヤマサ醤油立替金

１９４４年１月１９４３年１２月内　　容
１９８�８０１�１２機械代
１１�４６６�２２１１�４６３�８１木材代荷造費
１�６５５�７２１�６５５�７２製材費
５５０�１８５５０�１８金物代
３８８�６１３８８�６１縄筵代等

２７２�０３その他材料
８�０５８�３３８�０５８�３３賃金
１４０�７９雑費

２５�２５４�０２１２�３７１�６６船運賃輸送諸掛
１�３０３�６５１�３０３�６５鉄道納金
１�１９５�０１１�１９２�０４自動車賃

４�９７１�３１ボイラー運賃一式その他
１２�５８２�３６その他

１�４８８�１０従業員立替金
１�２０８�５３輸送品代
１９�８３０�００工員出張費概算
１２５�２９雑費

２�６１１�６４諸口立替金
２６４�００７�６５６４�８７９�２６請求額

明治１８年１月～２０年９月　ヤマサ醤油東京出張所「満州ヤマサ計算書」



意しながら紹介していくことにしたい。

　１９４１年９月に醤油味噌醸造工場の設立の申請を行い，翌年２月に新京特

別市から認可を得た。そののち，その準備を実施している。まず，１９４２年

５月には，満州ヤマサ醤油株式会社の資本総額１０万円を１００万円に増資し，

資本の充実を図っている。株主の具体的な内容は，＜表８＞で示した通り

である２５）。本格的に工場設置を実施する際に増資した１９４１年度以降を含め，
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＜表１１＞　昭和２０年７月２２日の固定資産明細

合　　計住吉町工場用本　工　場

１２５�４６５�８４民豊街（敷地）本工場１３６�７６４�３８１３６�７６４�３８土　　地

１１�２９８�５４通安街（敷地）社宅

３９３�６３１�４１作業場・仕込蔵６４３�９８７�５８６４３�９８７�５８建　　物

２４�９８０�５８事務所

３８�３６９�８５社宅（本工場構内日系用）

８１�１９２�８９社宅（通安街構内日系用）

１８�１９２�７５社宅（満人宿舎）

７６�７０６�０５倉庫

４５�２６０�８８本工場分５８�８７８�５９１３�６１７�７１４５�２６０�８８構　築　物

１３�６１７�７１住吉町工場分

５１�１８７�３０汽缶１基本工場（移駐品）５５６�５３１�２９３５�３１１�５９５２１�２１９�７０機械器具

７�３００�３１電動機２２台

１６�５５５�５１豆蒸釜２基

９２�５１８�９８水圧機１２台

１５２�８１９�３２仕込用大桶９６本

１５�９８１�６１生及火入桶１３本

４１０�０９２�３２移駐品小計

３�０４１�００大豆割砕機本工場（現地調達品）

２０�４３８�３８配管設備各種

７３�１５１�８４暖房各所

１４�４９６�１６動力設備一式

１１１�１２７�３８現地調達品

１４�３６９�８５仕込桶３８本住吉町工場

９�２６８�００暖房装置一式

４９�６７１�０１４９�６７１�０１工具什器

１�４４５�８３２�８５４８�９２９�３０１�３９６�９０３�５５合　　計

昭和２０年７月２２日「満州ヤマサ固定資産明細書」
（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－４６）

２５）　各期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－３，４，２１－７，２４，

　　　４４－９）



ヤマサ醤油の代表取締役社長である浜口儀兵衛が株の半分以上を占め，あ

とは，満州ヤマサの取締役など重役七～八名が株を有していた。また，取

締役を増員すると共に，１９４２年１月には，本店事務所を新京特別市の朝日

通から入船町二丁目へ移転し，事務所の拡張を図っている２６）。さらに翌

１９４４年１１月には新京特別区和順区民豊街へ移転している。また，工場敷地

の買収を実施し，河東区民豊街付近に市有地があり，交渉のすえ１万坪の

払い下げを受けている。

　１９４２年度以降，建築資材を収集すると共に，敷地の基礎工事を行い，１１

月中旬には工場と附属建物の上棟式が実施され，大半が順調に施行されて

いる。

　満州ヤマサ醤油工場の設備に伴う銚子などから運ばれた移駐機械につい

ては，先に示した通りであるが，そのほとんどが，この時期までに大連に

陸揚げされている。ただ，冬季になったことから，建設工事は休止され，

あわせて機械の運送は見合わせ，春になった段階で，陸揚げされた機械を

運びこんでいる。そして，１９４３年１０月には圧搾機やその他一部を除いて，

醤油・味噌の仕込に必要な機械設備のほとんどの据え付けを終了してい

る２７）。そして，１２月には味噌の仕込作業を開始し，醤油の仕込作業を開始

することとなっている。その結果，１９４４年３月には味噌の特需製品（軍用

味噌）を出荷することとなり２８），６月には醤油の出荷予定となったのであ

る。ただ，諸材料や職人の都合などにより，大桶の設置が遅れたこともあ

り，１９４４年７月１６日に工事落成式となり，７月２３日から醤油の初出荷が行

われている。

　この満州ヤマサ醤油工場で醸造した醤油は，製品の品質が優良であった。
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２６）　康徳１０年４月～１１年３月，第四期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，

特１０－２４）

２７）　康徳９年４月～１０年３月，第三期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，

特１０－２１－７）

２８）　康徳１１年４月２７日　都筑左近　常世田忠蔵宛書簡（ヤマサ醤油株式会社所蔵史

料，特１０－３７）



全満品評会では満州ヤマサの製品が優等位となり，興農部大臣賞を受賞し

ている２９）。さらに外宮内府上納品に対しては宮内府近侍所長より褒状と記

念品も受けている。また，関東軍司令官を通じて久邇宮，竹田両宮へも献

上している。

　一方，住吉町の味噌工場はすでに１９４２年８月上旬に改築工事がなされて

おり，下旬には仕込作業が開始され，１２月上旬には初出荷がなされている。

　ただ，こうした中，公定価格が採られており，醤油や味噌のいずれにお

いても採算において低位であった。このため，業者から恒常的に改訂が要

望されており，１９４５年２月に改訂が実施されることになる。ただ，冬季に

は軍による命令で凍結乾飯の製造を行う必要があり，順調に経営はうまく

いかなかったのである。この点については，新たに述べていくことにした

い。

２．　住吉味噌工場について

　次に満州ヤマサ醤油本工場に先行して設立された，住吉町の味噌工場に

ついて，＜史料５＞を参照しながら概要を紹介していくことにしよう。

＜史料５＞

　　　　　　住吉町味噌工場概要報告（康徳九年十月一日現在）

　　一作業人員　　日系　　都筑二名

　　　　　　　　　満系　　　　　　一一名

　　　　　　　　　満系　　　　　　炊事女一名

　　　　　　　　　　　　　　　　合計一四名

　　一作業時間（暫定的）

　　　１，午前七時ヨリ午後七時迄（但シ仕事ノ都合上実労働時間平均八

　　　　　時間―九時間）

　　　２，公休日　　一ケ月二日
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２９）　康徳１１年４月��第五期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－

４４）



　　一給料関係（暫定的）

　　　１，曽広敏　　月給八〇円（苦力頭）

　　　２，曽ヲ除ク一〇名ニ対シ日給二円ノ割

　　　３，炊事女　月給三五円

　　　　　　　　　八人分ノ炊事ヲ担当ス

　　　４，右月給及日給ノ外ニ仕事ノ性質上，其他ノ事情ヲ参酌シテ割増

　　　　　金若干支給スルコトアルベシ

　　一宿舎

　　　１，工場ノ監視，作業ノ都合上宿直室ヲ借受ス（六畳一室）

　　　　　借受先，福田商店油房内宿舎（味噌工場ノ隣家屋）

　　　　　家賃　弐壱円五〇銭　電燈水道代壱円五〇銭　合計弐参円

　　　　　　　　借受日　　十月一日ヨリ

　　　２，満人作業人宿舎一室　　福田商店油房ヨリ借受ス

　　　　　八人コノ室ニ同居ス（三人自宅ヨリ通勤）

　　　　　家賃未定（会社負担トス）

　　　　　尚右宿舎ハ十一月ニハ明渡ス契約ニ付キ目下福田主人ト作業人

　　　　　収容方法ニ付キ折衝中

　　一工場設備関係

　　　１，工場設備費概算別紙ノ通り

　　　２，工場建物（一五〇坪）ハ福田商店ヨリ借受スルコトノニ決定，

　　　　右家賃ニ就イテハ目下交渉中（一ケ月六〇〇円ヨリ八〇〇円迄位

　　　　ニ落付クモノト予想サル）

　　　３，汽缶ノ設備ナキ為メ福田商店油房ノ蒸気ノ配給ヲ受クルコトト

　　　　シ，其ノ配給量ニヨリ計算代金支払フコトトセリ

　　一工場作業能力　別紙計算表ノ通り

　　一部隊関係ニ就イテ

　　　１，部隊ヨリ毎日現場通勤監視員一名配属サレ居ル

　　　　　十月末日迄配属員　清水目氏ニ決定
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　　　２，納入数本年十一月ヨリ来年三月迄　　壱五〇瓩　　契約

　　　３，原料及配合割合左記ノ通リ

　　　　　　大豆　　　　　　　三〇〇瓩

　　　　　　砕米（精白高梁）　　三〇〇瓩

　　　　　　食塩　　　　　　　一四〇瓩

　　　　　　製品一〇〇〇瓩ニ対スルモノ

　　　４，製品納入種類　　実味一五，七五瓩入ノ樽容器

　　　　　但シ表示数ハ十五瓩入トス〇，七五瓩ハ加量シテ納品スルモノ

　　　　　ナリ

　　　５，右加量ニ対スル原料ハ左記ニヨリ部隊ヨリ配給ヲ受ク

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　加量　　　　　　計

　　　　　　大豆　　　　　三〇〇瓩　　一五瓩　　　　　三一五瓩

　　　　　　砕米（高梁）　三〇〇瓩　　一五瓩　　　　　三一五瓩

　　　　　　食塩　　　　　一四〇瓩　　七，七瓩　　　　一四七，七瓩

　　　　　　製品一〇五〇瓩ヲ納入ノコト

　　　６，官給材料左記ノ通り

　　　　一大豆，砕米（精白高梁），食塩，容器（製品詰用）

　　　　　棧木，洋釘，藁縄

　　　７，品質及規格

　　　　イ外観熟成度六ケ月ヲ下ラサルモノニシテ固有ノ色沢，香味ヲ有

シ夾雑物ヲ含マズ，且ニ粍以下ノ漉目ヲ通過セシメタルモノト

ス，但シ熟成度六ケ月以内ノモノト雖モ他ノ条件ニ合致シ特ニ

貯蔵性充分ナリト認メタル場合ハ採用スルコトアルモノトス

　　　　ロ水方　　　　五二，五％

　　　　　食塩分　　　自一〇％　　至一二，五％

　　　　　冷水可溶分　一九，五％以下（但シ食塩分ヲ除ク）

　　　８，納入価格　　壱樽（品味　一五，七五瓩入）　　壱円弐拾銭也

　　　　　但シ部隊庭先渡シノコト（官給材料取債ハ全部会社持チ）
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　同史料を参照すると，住吉町味噌工場は，日本人２名と満州系１１名の作

業員，そして８名分の炊事を担当する女性を１人雇用している。満州系の

労働者の身元は＜表１２＞の通りであり，ほとんどが２０歳から３０歳程度で，

醤油会社に勤務した経験を持っていた。中でも苦力頭であった２７歳の曽広

敏は，満州醤油会社と康徳醤油会社を１０年間勤務していた３０）。このため月

給支払いで８０円と高額であった。その他は日給２円で支払われている。炊

事女は３５円となっている。８人が宿舎に同居し，３人が自宅より通勤して

いる。＜表１３＞の「建物明細書」から宿舎の様子をかいま見ると，それぞ

れに暖房装置が備え付けられており，防空用の暗幕が付けられいる３１）。た

だ，日系人の宿舎は内装は和式住宅となっているのに対し，満州人の宿舎
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＜表１２＞　満州ヤマサ味噌醸造工場における労働者

職　　　歴学　　　歴年齢性別民　族現　　住　　所本　籍

満州醤油会社，康徳醤油会
社１０年勤務

無２７歳男漢民族新京特別市住吉町４－４河北省

大連市精糧株式会社味噌部
１０年勤務

大連市王陽街私立
小学校

３０歳男漢民族新京特別市住吉町４－４山東省

新京市鎮興元（鉄工所）２
か月

無３１歳男漢民族新京特別市住吉町４－４満州国
錦州省

満州醤油会社，康徳醤油会
社３年勤務

平亭県私立小学校４２歳男漢民族新京特別市住吉町４－４河北省

新京，新東公司２か月勤務山東省菜州私立小
学校

２５歳男漢民族新京特別市住吉町４－４山東省

満州醤油会社１年無１９歳男漢民族新京特別市住吉町４－４河北省

大連市精糧株式会社味噌部
１４年

無３０歳男漢民族新京特別市住吉町４－４山東省

奉天市天泰長（食料品店）
３か月勤務

緩洞県私立小学校３０歳男漢民族新京特別市住吉町４－４満州国
錦州省

奉天市天泰長（食料品店）
２か年勤務

緩中県私立小学校２６歳男漢民族新京特別市住吉町４－４満州国
錦州省

康徳醤油会社３年勤務河間村小学校３０歳男漢民族新京特別市住吉町４－４河北省

龍江省理泉県天義泉（酒
屋）３か年勤務

間城県私立小学校３４歳男漢民族新京特別市住吉町４－４満州国
熱河省

３０）　康徳９年１０月１日「住吉町味噌工場概要報告」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料

特１０－１１）

３１）　「建物明細書」（康徳１１年度（昭和１９年）「第五期決算書」，ヤマサ醤油株式会社

所蔵史料，特１０－４６）



は床がコンクリート打ちとなっており，簡易な構造で狭いことがわかる。

　醤油味噌工場である本工場と，住吉町の味噌工場における労働者の勤務

状況を示した＜表１４＞を参照すると，１９４３年１０月以降になると，住吉町の

味噌工場では３０名前後，民豊街の本工場では５０名以上もの労働者が勤務し

ていた。出勤状況は当初はきわめて勤勉で２５日以上がほとんどであったが，

厳寒期に当たる２月ごろには，欠勤数が増えている３２）。労働状態について

は，よくわからないが，作業は厳しく，とりわけ冬季の作業はきついもの

であったと考えられる。

３．　満州味噌醤油統制組合の設立

��前項で明らかにしたように，満州ヤマサは，１９４３年に移駐工場として醤

油・味噌工場を２か所に設立し，統制経済のもとで製造が行なわれること

になった。

　たとえば，新京地区においても，１９４３年８月１６日には，＜表１５＞の通り，
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＜表１３＞　建設物明細

坪数（平方メートル）附　属　設　備所　　在

３，３１８
暖房，水道，電燈，防空
暗幕

煉瓦造平建木造小屋組屋
根セメント瓦葺床コンク
リート

新京特別市作業場及び仕込蔵

１４２
暖房，水道，電燈，水洗
便所，防空暗幕

煉瓦造平建木造小屋組屋
根セメント瓦葺床コンク
リート，打床板張

新京特別市事務所

四階建て２４３
暖房，水道，電燈，水洗
便所，防空暗幕

煉瓦造平建木造小屋組屋
根セメント瓦葺，内部和式
住宅

新京特別市社宅（日系宿舎）

１７１
オンドル装置，電燈煉瓦造平建木造小屋組屋

根セメント瓦葺，床コンク
リート打

新京特別市満人宿舎

７５４
煉瓦造平建木造小屋組屋
根セメント瓦葺，床コンク
リート打

新京特別市倉庫

１棟４戸建２２３
ベーチカ，便所汲取式，
電燈

煉瓦造平建木造小屋組屋
根セメント瓦葺，内部和式
住宅

新京特別市社宅（日系宿舎）

３２）　「満州ヤマサ諸表」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料４－２－４，２５４－１　その３）
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＜表１４＞　本工場・味噌工場における労働者出勤状況

１９４４年１９４３年

３月２月１月１２月１１月１０月出勤日数

事故欠勤出勤事故欠勤出勤

２名４５名６名２１名３８名３１名１４名９名２５日以上本工場
（民豊街工場）

３名１９名３３名１９名６名７名７名２０日～２４日

１名２名３名１０名２名４名１名１名１５日～１９日

２名３名５名５名３名８名３名１名１１日～１４日

２名７名５名１１名２名４名１名１名６日～１０日

３５名６名２５名１０名１名４名４名２名０日～５日

４５名８２名８８名６５名５５名３０名２１名

３５４日１７８５日４５０日１６５４日１５７２日１１９６日６３２日４３８名延べ日数

２名６名１名１名８名２４名１３名１４名２５日以上味噌工場
（住吉町工場）

３名７名１名６名２１名３名５名８名２０日～２４日

２名３名４名５名２名２名４名２名１５日～１９日

２名５名１名７名２名０名４名０名１１日～１４日

３名２名４名７名０名１名４名０名６日～１０日

９名２名６名６名０名３名６名１名０日～５日

２１名２５名１７名３２名３３名３３名３６名２５名

２２６日４５９日１９２日４１０日７５３日７７３日６３２日５７０日延べ日数

１か月公休２日���������
炊事夫１人，事故欠勤は病休とは異なる
ヤマサ醤油株式会社所蔵史料４－２－４，２５４－１　その３

＜表１５＞　新京地区味噌醤油協定価格（１９４３年８月１６日）

単位小売販売価格卸売販売価格単位品名

１�８立３７�４０３１�００７２立醤油

１�８立３５�９０２９�７３７２立醤油

１�８立２９�１０２４�１４７２立醤油

１瓩３１�１０２５�７６７５瓩味噌

販売価格は新京特別市一円における販売価格
販売価格はいずれも容器代を含めない
卸売り販売価格とは小売業者の店先持込渡販売価格
小売販売価格とは小売業者の店先渡販売価格
ヤマサ醤油株式会社所蔵史料特１０－２６



味噌と醤油の協定価格が定められ，味噌・醤油の卸売販売価格，小売販売

価格について，それぞれの価格が取り決められている３３）。

　さらに１９４３年１０月７日，味噌醤油事業に対し，興農部大臣と経済部大臣

の連記により統制組合の設立が命じられた。統制組合の設立の意図は味噌，

醤油事業に関する政府の施策に協力し，整備改善と発達を図るために統制

することであった３４）。組合員の資格は日鮮系向き味噌醤油やアミノ酸液製

造業者で産業統制法に基づき，興農部大臣の許可を受けたもの（あるいは

興農部大臣か経済部大臣が特に認めたもの）であった。組合が行うべき統

制は，①組合員に対する原材料の配給に関する統制，②製品の製造及び配

給に関する統制，③製品価格に関する統制，④製品の輸出・輸入に関する

統制，⑤製品検査に関する統制，⑥容器の回収に関する統制の六つであっ

た。統制組合の設立委員は，＜表１６＞の通りである。かくして，満州味噌

醤油統制組合が設立したのである。

　さて，満州味噌醤油統制組合の意図として，重要な眼目であった味噌・
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＜表１６＞　満州味噌醤油統制組合設立委員�

住　　　所氏　　　名名　　　　　称

新京特別市大同石　橋　米　一満州生活必需品株式会社理事長

奉天市大和区松　田　佐　人大連醤油株式会社奉天支局長

哈爾浜市埠頭区加　藤　米　吉哈爾浜加藤醤油店

遼陽市日照区浜　　於　　参満州醤油株式会社常務理事

奉天市鉄面区岡　芳　之　助満州野田醤油株式会社常務理事

奉天市大和区平　野喜左衛門奉天伊予組

哈爾浜市埠頭区於　保　与　平哈爾浜常盤商会

哈爾浜市香坊区川　北　光之助北満醤油株式会社常務理事

新京特別市入船町吉　永　清　次満州ヤマサ醤油株式会社支配人

新京特別市中央通佐　野　日出男康徳醤油株式会社社長

牡丹江市遠山大路深　沢　重　敏東満殖産株式会社常務理事

ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－７１

３３）　「本工場味噌民需作業量予定表」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－２６）

３４）　康徳１０年１０月７日「布告味噌醤油事業ニ関スル組合ノ設立命令ノ件」（ヤマサ醤

油株式会社所蔵史料　特１０－７１）



醤油における醸造計画については以下の通りで行われた。＜表１７＞から＜

表２０＞を参照しつつ，醤油を例にしながら述べていくことにしよう３５）。

　まず，民族別・地域別の人口調査に基づき，醤油・味噌の消費量を推定

している（＜表１７＞）。同表を参照すると，日系人は一人当たり年間８升，

都市に在住している満州人は，２升という計算になっている。そして，「満

州国」内での消費量が４８万２０００石と算出されている。醤油への消費は，こ

の時期浸透していないことがわかるだろう。以上を踏まえた上で，１９４１年

と４２年に「満州国」における醤油・味噌の醸造実績を踏まえながら，１９４３

年度における醸造石高を予想している。＜表１８＞がそれに当たる。同表を

参照すると，業者の申告能力の方が，醸造予想を上回っているが，それで

も消費予想と比較して，６万石以上もの乖離が見られる。その結果，４８万

２０００石もの消費予想に対応するためにとられたのが，３級品醤油の醸造で

あった。＜表１９＞がその様子であるが，３級品醤油は，生揚醤油１０％に味

液（日本系醤油会社の場合はアミノ酸）１０％を加え，番醤油８０％によって

醸造されたものである。原料配合の様子を示した＜表２０＞を参照してもわ
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＜表１７＞　１９４３年民族別・地域別人口消費推定量

味　噌　量醤　油　量
数量（貫）年１人当（貫）数量（石）年１人当（升）人　口居住地別族　別
４�５７６�０００４�０００９１�２５０８�０００１�１４４日　系
９１１�３２５２�１７５２５�１４０６�０００４１９都市鮮　系

２３�１４０２�０００１�１５７農村鮮　系
７６�０００２�０００３�８００都市満　系
８３�８９８１�８００４�６６１街満　系
９３�１６８０�８００１１�６４６農村南部満　系
８７�５４４０�４００２１�８８６農村北部満　系
２�０００旅行者

５�４８７�３２５４８２�３１０４４�７１３合　計

備考　大醤満系年１人当０�３３貫として，２�７９２�１３０貫������
　　　麹醤満系年１人当０�０３３貫として，２７９�２１３貫������
ヤマサ醤油株式会社所蔵史料特１０－６６

３５）　康徳１０年「満州醤油事情，生産割当」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－

６６）



かるように，本来的な醤油の原料配合は，大豆・小麦・塩の配合はほぼ

１：１：１の割合であった。表中の生揚醤油がそれに当たるとすれば，か

なり本来の醤油とは異質なものといえるだろう。さて再び＜表１９＞を参照

すると，３級品の醤油生産は，１８万石を予定しているが，満系業者であり，

比較的多く醸造するように当てていることがわかるだろう。この３級品醤

油は，１級品醤油と同じ程度の量の醤油を醸造予定としているが，同表の

新京での生産割当を参照すると３級品の生産割当が比率的に低い。新京は

日本人が多いことから，一級品醤油の消費量が多かったものと考えられ，
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＜表１８＞　満州国内日系味噌醤油業者醸造計画比較表

味　噌（貫）醤　油（石）
７�１３８�３５０１５８�８１３康徳８年度
５�５００�０００１７５�３２０康徳９年度
１４�４１０�３０４３９６�４９６康徳１０年度
１６�１３０�１８０４１９�６３０業者の申告能力

１０３�７８１１０年度査定能力（生揚）
５�４８７�３２５４８２�４１０１０年度消費量（日・満共）
５�４９０�６４１２４２�０１４１０年度製品割当高（満ヲ除ク）

ヤマサ醤油株式会社所蔵史料特１０－６６

＜表１９＞　康徳１０年度「醤油」「味噌」「大醤」「麹醤」日・満系別等級別生産割当�

新　　　　　京満 州 国 合 計

日満合計満系業者日系業者日満合計満系業者日系業者等　　級

８�８２６３�４５８５�３６８１８９�８２６５１�９７７１３７�８４９１級品（石）

５�９６２３�８８９２�０７３１１１�８７２５８�６０７５３�２６５２級品（石）

３�９９０２�０００１�９９０１３０�３２１１２９�８１２５０９３級品（石）

１８�７７８９�３４７９�４３１４８２�４１０２４０�３９６２４２�０１４合　計（石）

５４５５�４８７味　噌（貫）

１６８２�８００大　醤（貫）

１７�２８０麹　醤（貫）

（但し満系は味液）
アミノ酸２０％　　番醤油２０％
味液２０％　　　　番醤油５０％
味液１０％　　　　番醤油８０％

仕込み配合割合
１級品　生揚　６０％
２級品　生揚　３０％
３級品　生揚　１０％

ヤマサ醤油株式会社所蔵史料特１０－６６



３級品醤油は，恐らく，地方に売られたものと考えられる。

　以上を踏まえつつ，同年１２月６日には「統制ニ関スル規定」を満州味噌

醤油統制組合によって作成された。冒頭の総則部分だけを掲載しておこう。

＜史料６＞

　　第一款　　総則

　第一条　定款第十七条ノ規定ニ依ル左ノ事業ノ執行ハ本規程ニ依リ之ヲ

為ス

　　　一，原材料及資材ノ取得並ニ割当及配給ニ関スル事項

　　　二，生産ノ割当ニ関スル事項

　　　三，製造ニ関スル事項

　　　四，製品ノ配給ニ関スル事項

　　　五，容器ノ取扱ニ関スル事項

　　　六，製品ノ輸出及輸入ニ関スル事項

　　　七，製品規格ノ協定ニ関スル事項

　　　八，副産物価格ノ協定ニ関スル事項

　　　九，路傍ニ関スル事項

　　　十，其他統制上必要ナル事項

　以上にみられるように，醤油・味噌醸造業において，生産・容器・販
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＜表２０＞　原料配合割当（�）

麹醤１貫目大醤１貫目味噌１００番醤油１石原液味液１石アミノ酸１石生揚１石

５０�００５５�００大豆粕

２�２３５０�００小麦粉・小麦

０�６４０�７０１３�００２６�００２０�００５４�００精塩・原塩

３�２００�７０３３�００４０�００５０�００１００�００１５０�００石炭

３０�００塩酸

６５�００１７�００曹達灰

５�００４�００砂糖

３５�００大豆

１�３０２０�００（砕米）高梁

ヤマサ醤油株式会社所蔵史料特１０－６６



売・製品その他あらゆる面に統制が加えられている。その中でも主だった

内容について，原料供給の面と製造の面について取り上げていくことにし

よう。

　①，原料

　満州味噌醤油統制組合は，政府が定めた味噌，醤油の需給計画に応じて

原材料に一括取得の斡旋が図られている３６）。原料の割当は，それぞれの製

造能力や過去一年間の業績，需給実績などを勘案して品目別に配給割当を

する。この配給のあり方は，１月から３月，４月から６月，７月から９月，

そして１２月の４期に分けて一括配給することとなっている。配給の方法は，

配給数量を決定した品目数量，受渡場所，受渡期日などの事項を記載した

配給通知書に基づき受け取ることとなっている３７）。なお，これら配給で得

られたもの以外で味噌，醤油を製造することは認められていないし，また

これらの原料を譲渡することも認められていない。

　醤油・味噌の醸造に必要な諸物資の調達方法について，工場設置当初，

＜表２１＞のように行うことと考えられていた。

　大豆や大豆粕・塩・高梁などといった諸原料は三か月分を蓄えることと

し，小麦は７月から９月の出回り最盛期に一年分を一括して入荷すること

が記されている。ちなみに，食塩と小麦粉は専売品であり，中でも小麦粉

については満州人の主食品でもあることから，優先的に配給されるものと

し，入荷が難航することが予測されている。揚槽の半月前に混入するアミ

ノ酸や石炭は２か月分を購入している。この様に，一定度の蓄えをする必

要はあったが，あまり重視せず，不足に応じて対応するものとしている。

こうしたことも，配給により原料の供給を受けることになったのである。
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３６）　「統制ニ関スル規定」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－３１）

３７）　「統制ニ関スル規定」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－３１）



　②，製造

　味噌・醤油の製造による配合方法は，＜表２２＞の通りである。一級品の

醤油に対しても，曹達灰や塩酸を原料としたアミノ酸液を２割調合してい

る。しかも熟成期間においても，自然醸造設備によるものでは味噌は６か

月以上，醤油は１年以上となっているが，完全温醸設備によるものであれ

ば，味噌は３か月以上，醤油は６か月以上で認められている。さらに，速

醸法によるものとして政府が特に認めるものは，味噌では２か月以上，醤

油は３か月以上と，かなり醸造期間を早めることができたのである３８）。

　さらに，１９４４年２月２５日には，興農部経済部布告「日鮮系向国内産味噌

醤油ノ販売価格ニ関スル件」を参照すると３９），各地の生産者価格，卸売価

格，小売価格が決められると共に，空容器については，返還した段階で容
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＜表２１＞　原料調達方法について

説　　　　　　　　　　　　　明費　　目

当初（８月），月割所要量の三か月分を購入し，出回り期１０月に半か月分入荷，
以後当用買い

大 豆

当初三か月分，次月二か月分，以後当用買い大 豆 粕

当初半年分，七月～九月の出回り最盛期において一年分の入荷，小麦は満州国
では不足甚だしき，かつ満人主食品たる小麦粉（専売品）方面へ優先的に配給
あるものと見られ予定の入荷困難なるべし

小 麦

政府専売品にして均等入荷，当初三か月分，以後当用費食 塩

当初三か月分，次月二か月分（出回り期９月），以後当用費高 梁

揚槽の約半月前混入，最初の揚槽の前々月第１回２ヵ月分，以後１ヵ月分ア ミ ノ 酸

醤油１石当，石炭消費量１２５�（春夏秋期１石当４０�，冬期１石当２００�）と概
算，当初２ヵ月分，以後当用費

石 炭

移駐品をもって当座間に合うものとする，廃棄品の補充のみ月割計算袋

年間売上数１０万樽（回転５回），１回回収ごとに欠減１０％生じるものと計算，毎
月の荷造費として，包装費１５０，補修費３００，回収雑費１５０

容器代（醤油）

年間売上数１万８６５０樽，８回回転１回の欠減率１０％，当初３ヵ月分を購入，毎
月荷造費２００，補修費５００，回収雑費１００

容器代（味噌）

昭和１８年８月「満州ヤマサ資金計画算出基礎」ヤマサ醤油株式会社所蔵史料

３８）　「統制ニ関スル規定」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－３１）

３９）　「政府公報」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－４１）



器分を支払うことが記されている。また，等級や品質・規格については味

噌醤油統制組合の検定に合格したものについて容器に検定証票を貼付して

住所氏名を明示するものとし＜表２３＞に見られるように，品質管理を徹底

している。もちろん，品質検査は農産物検査所において実施し，色沢，香

気，味，比重，除塩エキス，食塩分などを厳しくチェックし，不合格と

なった製品は，合格品の５割で支払うこととなっている。

　１９４３年８月１６日は，新京地区において味噌醤油の協定価格が設定されて

いる。

　また，１９４４年２月２５日における政府公報によれば，興農部大臣経済部大

臣の連名で「日鮮系向国内産味噌醤油ノ販売価格ニ関スル件」を出し，生

産者価格・卸売価格・小売価格などが定められたのである。
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＜表２２＞　満州味噌醤油統制組合，配合割合

原　　　　　料（瓩）

砂糖曹達灰塩酸高梁・砕米小麦大豆粕大豆食塩備　考２級品１級品

２７２７０３００２９７２０％６０％生 揚 醤 油

５０％２０％番 醤 油

９４１６５２７５３００
総窒素１％
以下のもの

３０％２０％アミノ酸醤油

２５０３３０１３０味�噌（１瓩）

康徳１０年１２月６日「統制ニ関スル規定」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－３９）

＜表２３＞　統制下における醤油・味噌品質�

醤　油（２級品）醤　油（１級品）味　　　　噌

良者優者味噌特有の色沢色 沢

佳者芳香者味噌特有の芳香香 気

良者優者味と塩分と調和し特有の美味味

１００分の５３以下水 分

１ �１５１６以上１�１７５０以上比 重

１００��中１７�以上１００��中１８�以上１００分の１０以上食 塩 分

１００��中０，７５�以上１００��中１�０５�以上全窒素分

康徳１０年１２月６日「統制ニ関スル規定」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－３９）



４．　満州ヤマサ醤油株式会社の経営

　以上を踏まえた上で，満州ヤマサ醤油株式会社の経営について概観して

いくことにしよう。まず，営業報告書に記されてある決算報告を示した＜

表２４＞を参照しながら概観しておこう。

　＜表２４＞を参照すると，満州ヤマサ醤油株式会社が醤油輸入業として創

業して経営された第１期・第２期と，満州ヤマサ醤油工場が設立された第

３期以降の二つに分けることができる。

　第１期・第２期を参照すると，醤油輸入・販売を業務とすることから，

設備などの財務の金額が低いことがわかる。売上金が仕入金を上回ってお

り，利益をあげている。第１期は買掛金と売掛金が多いが，それも第２期

には未収入金としてのみで，記載されていない。物資不足の状況下で輸入

醤油の回転がなされていることがうかがえる。他方，第３期以降になると，

資本金を１００万円とする一方で，工場建設にともなう設備投資が行われてい

る。実際，建造物が建てられたり，敷地の購入がなされた様子は，建設勘

定や固定資産などが増加したことでも判明する４０）。買掛金と売掛金が少な

いのは，物資不足で，かつ配給制度により製品が完成次第取られるという

ことで，生産から販売に至るまでの回転が早くなされていることがうかが

える。ただ，実際のところ，第３期から第５期に至るまで損失金を出して

おり，経営的に苦しい様子がうかがえる。第３期，第４期と比較すると，

第５期には損失金が少額となっている。徐々に経営的に安定しつつある様

子がうかがえよう。

　醤油醸造も開始した，１９４５年３月の年度（第５期）決算の細目を記した

＜表２５＞を参照しよう。同表を参照すると，製品や貯蔵品としては，原料

が豊富に貯蔵されていることが判明する。半製品としての味噌・醤油はあ

るものの，製品としての味噌・醤油は残されていないことがわかるだろう。

　一方，売上収入と製品原価を項目に対応しながら参照すると，製品原価
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４０）　各期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－３，４，２１－７，２４，

　　４４－９）
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＜表２４＞　各期ごと決算表

第５期第４期第３期第２期第１期
　１９４４年４月
～１９４５年３月

　１９４３年４月
～１９４４年３月

　１９４２年４月
～１９４３年３月

　１９４１年４月
～１９４２年３月

　１９４０年１０月
～１９４１年３月

康徳１１年度康徳１０年度康徳９年度康徳８年度康徳７年度
４３�１５２�５４８�５２０�００１４４�４１５�７３１２９�４１４�１２売上金収　入損益計算書

１６８�７０４�２６醤油売上金
２２６�２６６�４０味噌売上金
１２�１８０�０８粕
５�１５０�００油
７�３２０�２５５�２９７�５７８４３�０８６９９�１０５７�３９雑損益
９�３１３�８１１２３�４４５�３５３２�６８２�４０１�１７６�９０当期損失金

４２８�９３４�８０１７１�８９５�４６４２�０４５�４８１４６�２９１�７３１２９�４７１�５１合計
１３４�６６２�３７１２２�３５２�２４仕入金支　出

２７６�６６０�０４７６�３８８�７６５�６５１�６０製品原価
１５２�２７４�７６９３�００６�７０３４�５３２�０７１１�６２９�３６５�２３８�６４営業費

１�８４９�３１減価償却費
２�５００�００１２�５０臨時費

１�８８０�６３当期利益金
４２８�９３４�８０１７１�８９５�４６４２�０４５�４８１４６�２９１�７３１２９�４７１�５１合計
４１９�６２０�９９４８�４５０�１１９�３６３�０８１４５�１１４�８３１２９�４７１�５１当期総収入損益金
�４２８�９３４�８０�１７１�８９５�４６�４２�０４５�４８�１４６�２９１�７３�１２７�５９０�８８当期総支出
�９�３１３�８１�１２３�４４５�３５�３２�６８２�４０�１�１７６�９０１�８８０�６３差引当期損益金

１００�００法定積立金処分案
�９�３１３�８１�１２３�４４５�３５�３２�６８２�４０�１�１７６�９０当期損失金

�１５５�５２４�０２�３２�０７８�６７６０３�７３１�８８０�６３前期繰越金
�１６４�８３７�８３�１５５�５２４�０２�３２�０７８�６７６０３�７３１�８８０�６３当期繰越損益金
１�０００�０００�００１�０００�０００�００１�０００�０００�００１００�０００�００１００�０００�００資本金貸　方貸借対照表

５１９�５７６８４�９９９１�１６１�３６買掛金
１�１５０�０００�００７００�０００�００借入金
１２１�１４５�４６９８�５８０�５１４�９７２�１３４�９７２�１３１１�８３５�５７未払金

７７５�９５仮受金
１００�００１００�００１００�００１００�００諸積立金
１�３２４�４４６２３�８５２６４�００職員積立金
２�７６６�２５２�３３４�００職員貯金

６０３�７３１�７８０�６３繰越金
１�８８０�６３当期利益金

２�２７５�３３６�１５１�８０２�９３３�８８１�００６�６２４�８５１０６�８５２�７６２０４�８７７�５６合計
７５�０００�００７５�０００�００未払込資本金借　方

１�３９７�３９２�５７２０１�０３８�７３１８３�７６２�４２２�５１６�３０２�４１２�５０固定資産
１３�５２５�９４１�０２２�１０５�７４３３３�１２８�１１建設勘定
８９�９９０�５２１０６�１８４�３３３�１１３�５５製品・半製品
３９１�２９６�７２１９９�２５８�９１１１�４８１�９４原材料
１１�４３９�２５６�６９８�５６３�６００�００８４�４７０�０４売掛金
２１�４４５�９９４１８�３８１�４２０�００１３�８２０�８９１１�９８７�５４未収入金

６３�０９５�３５９�７７２�８６２７０�７８仮払金
１５�７８５�０２３３�００７�８３４２７�１６３�５７１４�０６７�８９３０�００７�４８銀行預金・現金

１�０００�００有価証券
１５�８１６�８５１５�６０２�０３５００�００証券及出資金
１５３�８０５�４６未決算勘定
１５５�５２４�０２３２�０７８�６７前期繰越金
９�３１３�８１１２３�４４５�３５３２�６８２�４０１�１７６�９０当期損失金

２�２７５�３３６�１５�１�８０２�９３３�８８１�００６�６２４�８５１０６�８５２�７６２０４�８７７�５６合計

各期「営業報告書」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料特１０－３，４，２１－７，２４、４４）
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＜表２５＞　１９４４年度（１９４５年３月）決算細目

数　量金額（円）金額（円）

１３６�７６４�３８土地固定資産借　　方貸借対照表

６２０�７９８�０７建物

４１�４６０�３３本工場５５�０７８�０４構築物

１３�６１７�７１住吉町工場

５０３�５１３�５２本工場５３８�８２５�１１機械装置

３５�３１１�５９住吉町工場

４５�９２６�９７工具什器

１３�５２５�９４建設勘定

３９６�８４屯８１�８６５�７７大豆原料３３６�８６８�１３主要材料製品貯蔵品

１０８�０７屯３０�８３８�４７大豆粕５４�４２８�５９諸材料

５５�２０屯１０�８６９�１８丸粕

３０７�９１屯８６�３４６�８５小麦

１７３�５４屯３２�８５７�４２精白高梁

６�３２屯１�８２４�０１洗浄塩

２０１�８３屯４５�９６７�４０原塩

５５�２０屯１�４３５�４０砕米

１９４�８０立２０�４６１�４０味液

１４７�５０瓩１３０�９４砂糖

１０３�９５屯２�３１３�４２石炭材料

５１５�００樽２�４１４�９０味噌１斗樽容器

１�９０３�００樽４�２３１�７０醤油１斗樽

１０７�００樽１�４０２�３５味噌４斗樽

３０９�００樽９�５１９�７７醤油４斗樽

３�３８９�１５包装用品

３�２７５�００枚２６�１９７�０６麻袋工場用品

２�３３１�７８枚１�８１８�１０叺

１４�０００�００枚９�４４８�６０圧搾袋

４２�１６３�２８諸味

１１�７５０�２４精製醤油

２４�７７詰上醤油

３２�０７４�２４味噌

５１１�９５詰上味噌

１�８９１�０４粕

１�５７５�００油

１５�５００�００味噌醤油統制組合出資金１５�８１６�８５証券出資金営業債券

３１６�８５富国債券他有価証券

１０�２５０�００味液容器保証金味噌醤油組合２１�４４５�９９未収入金

４�８４７�５０味液譲渡代残金満州醤油会社

１１�４３９�２５売掛金

２�６５９�９０当座預金現金預金

７�５６０�６９特別当座（東京）

５�５６４�４３現金

５４�２０３�０９未精算分特需凍結乾飯１５３�８０５�４６未決算勘定

３６�０００�００樽代前渡金満州農樽組合新京支部

２４�５３１�９８開発費

１５５�５２４�０２前期繰越金

９�３１３�８１当期損失

２�２７５�３３６�１５合計

１�０００�０００�００資本金貸　　方

１００�００諸積立金

６５０�０００�００手形借入１�１５０�０００�００借入金負債

５００�０００�００年賦金

１０２�１６６�８４機械代残金及立替金ヤマサ醤油株式会社１２１�１４５�４６未払金

１�３２４�４４職員積立金諸預り金

２�７６６�２５職員貯金

２�２７５�３３６�１５合計



と売上高だけの関係で参照するといずれも利益をあげている。ただし，特

需品については，原価も安価であるが，売上高も安く抑えられ，利益（売

上から原価を差し引いたレベルでの）は低いことがわかるだろう。同様に，

１９４４年度の売上を示した＜表２６＞を参照すると，軍調達による特需品は，

原料の支給があるにしても，極めて安価に販売されている。

　販売の様子を示した，＜表２７＞を参照しよう。１９４５年２月など醤油の販

売高は落ちているものの，通常的にも７２㍑で３００樽以上が販売されている。

一方，軍調達用の醤油特需の１５，５㍑は１０００樽以上の納入がなされており，

とりわけ１９４５年以後は，その量を漸次増やしてきている。他方，味噌にお

いては，軍調達用の味噌は１６�用樽で２０００樽程度，民間へ供給する７５�用

樽を参照しても，ほぼ常時５００樽前後売れている４１）。
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２９�４０５�４７味噌売上（特）売上収入損益計算書

１９６�８６０�９３味噌売上（民）

２１�５５２�８０醤油売上（特）

１４７�１５１�４６醤油売上（民）

３９４�９７０�６６合計

３２�０５６�３８味噌原価（特）製造原価

１１７�１４３�７７味噌原価（民）

２０�９６３�９５醤油原価（特）

９０�６２８�６８醤油原価（民）

５�２１１�５４修繕費

１０�６５５�７２福利費

２７６�６６０�０４合計

３５�９３９�５４給料４８�３０９�３４給料諸給与営 業 費

１１�５４４�４５賞与手当

１２�９６７�２８事務費

４�９５７�８５交際費

４９�３２７�４２利息

５�３４０�００税金

１４�１１９�４６保険料

５�５１２�９９運賃

６�９６７�５５寄付金

４�７５２�８７雑費

１５２�２５４�７６合計

１２�１８０�０８粕収入雑 収 入

５�１５０�００油収入

７�３２０�２５雑収入

２４�６５０�３３�合計

康徳１１年度「第五期　決算書　満州ヤマサ醤油株式会社」
ヤマサ醤油株式会社所蔵史料特１０－４６

４１）　「満州ヤマサ諸表」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料４－２－４，２５４－１　その

１，２，３）



５．　往復書簡から見た満州ヤマサ醤油株式会社

　最後に，満州ヤマサ醤油株式会社がヤマサ醤油株式会社本社との間で取

り交わした往復書簡から，いくつか取り上げ，当時の満州ヤマサ醤油工場

の様子を紹介していくことにしよう。

＜史料７＞

　　　１９４４年４月２７日

　　　常世田忠蔵様　　　　　　　　　　　　　　　　　　都筑左近

　　　（中略）

満州ヤマサ醤油も最近は内容外観もこの半年以来ずつと変り候，味噌

は現出荷も順調，醤油は七月の予定に候仕込容器の未完成不足に付，

当初は出荷も少数に候

御地本部より桶工もやうやく来社安備致し候，桶の据付を待ち居る状

況に候，原料は高値には候も新京市としての理解認識も頂き居り特配

等思の他入手致し候
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＜表２６＞　１９４４年度，満州ヤマサ醤油における売上高

単位当り値段（円）換算単位売上数量金額（円）

１�２３１５�換算９�３３５１１�４８２�０５味噌売上（特）

１�３１１６�換算１３�６８２１７�９２３�００

２５�３０７５�換算７�６５７１９３�７０５�９８味噌売上（民）

（雑口７４�含む）６�０８１５�換算５１４３�１５４�９５

１�５０１５，５�換算１４�３７７２１�５５２�８０醤油売上（特）

３１�１７７２�換算４�４８９１３９�９１２�４８醤油売上（民）

８�４５１８�換算７５８６�４０３�０８

０�８９１，８�換算７３９６５９�６３

０�３９雑口４４９１７６�２７

０�０８�１２８�６０８１０�２８９�０４粕

２５�００缶１４３３�５７５�００油

康徳１１年度「売上総計表」（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料　特１０－４６）



只今各業者共（全満）苦心致し居る事は御承知の味噌醤油（殊に醤油）

の公定価格の適正化，規格品の標準について各業者の認識不足に依る

不合格品云々の問題及規格の緩和に候

私共も機会ある毎に適正化を申述べ運動中に候

������������������������������������������������（後略）　　

　満州ヤマサ醤油工場の創業期の様子が示されている４２）。工場創業期の課

題は，容器の不足であり，桶工（技術者）の不足であった。原料について

は，ヤマサ醤油の名声もあり，比較的容易に入手できたようである。例え

ば，「只今各業者共（全満）苦心致し居る事は，御承知の味噌醤油（殊に醤

油）の公定価格の適正化，規格品の標準について各業者の認識不足に依る

不合格品云々の問題，及規格の緩和に候，私共も機会ある毎に適正化を申

述べ運動中に候」と，味噌・醤油業界全体の課題としては，公定価格や規

格品による認識差による不合格品の問題が挙げられている。

　同じ１９４４年２月２０日の書簡を参照しても，以下の通りの記載が見られ

る４３）。

＜史料８＞

従来部隊納入味噌（一五瓩）壱樽当り一円二，三，今後八月以降納入す

べき醤油（一五，五立）壱樽当り一円六〇にては到底採算はとれず，然

りとは云へ決戦下現況に於て軍関係ともなれば損得は論ぜず，増産奉公

申上の処，同業備州醤油社長，武者弥三郎氏（退役軍主計大佐）過ぐる

正月早々に「同業各社にて原価を計算し，値上申請を致し度」と主唱自

身歎願すべき事を約し申候，但し備州醤油経理関係整理不備の為，其の

計算は康徳醤油とヤマサに依願され茲に別紙の如き方眼紙に書きたる計

算書と「味噌醤油一樽当り原価計算」を作成供御覧候間，御検討願度候，

前者の住吉町実績と醤油分を康徳醤油と比較せるに，
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４２）　康徳１１年４月２７日都筑左近，常世田忠蔵宛書状（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料

　　特１０－３７）

４３）　康徳１１年２月２０日宮内幸次宛書状（ヤマサ醤油株式会社所蔵史料，特１０－２６）



　　　　　　　ヤマサ　　　　　康徳

　　味噌　　　二円〇二三　　　二円一〇七

　　醤油　　　二円九四六　　　二円六五四

となり，談合の結果両者折衷したる「樽当り原価計算」を基に嘆願書を

添へ申請する段取と相成り候

此れを以て直ちに全面的に是認被下ものも思いよらず，又結果も早急に

付決定され間敷候も現実を知悉し被下候はばよろしものもとに斯く味噌

二円一四四，醤油二円九八八と算出致したる次第に候

　（後略）

　同史料を参照しても，軍による要請のもと「増産奉公」するものの，採

算割れの状態であった。このために，原価計算を作成し，それを根拠とし

て，恒常的に値上げの申請を行っている。また，あわせて規格の緩和が指

摘されている。業者による味噌醤油醸造の違いを標準化（スタンダード化）

させることで問題点が指摘されているといえるだろう。

＜史料９＞

　　１９４４年１１月２８日

　　銚子本社会計課

　　宮内幸次様　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　半沢五郎

　　（前略）

最近市中に於て醤油出荷不円滑の様子にて諸種雑音を感じ居り候，味

噌の出荷は良好にて格別に良く取揃へ居り候味噌正油価格も決定する

に至らず，業者は現価格の十割を希望致し居り，一寸無理のことへ存

じぜられ候，大体六七割か毎度と存ぜられ候，民需製品の運輸問題も

困難となり，市中の臨時当時は五六十円の様子吾々業者も本来の工場

渡しと願ふべく配給組合方面と交渉中にて大体生産業者の希望が達せ

られるものの様子厳寒の為に各種の作業も能率上らず，然し工員の募

集は容易となり候

修道商学　第　４５　巻　第２号

70―� ―



当社の作業も日系各人の努力に依り予定通り運び居り，特需方面の仕

事は誠に良好に致し居候得共特需が多少悪く候得共，十二月には民需

は相当の成果を得るもいのと存ぜられ候，日系各人も十二月にほと大

いに努力を申合せ居り又価格も十二月頃にはと期待し居り候

　　（後略）

　新京特別市内での醤油出荷が不十分で，醤油不足が顕在化している様子

がわかる。味噌醤油の価格の値上げを業者全体として主張しており，希望

は倍額としているが六七割であることを予想している。しかし，この時期

の値上げについては＜表２７＞で示す通り，実現していない。

　以上の様に，原料配分，品質統一による規格の統一が前提とされるが，

公定価格自体が低いことについては，業者から恒常的に改訂が要望されて

おり，その実施は，翌１９４５年２月まで待たなければならなかったのである。

＜史料１０＞

　１９４５年２月９日

　　銚子本社会計課　　　　　　　　　　　　　　　　　　半沢五郎

　　　　宮内幸次様

拝啓其後御無沙汰致し失礼の段御容赦被下度候，常日頃雑用等に紛れ

居り連絡も報告等も失念致し居り外岡重役殿よりも貴殿と良く連絡を

取るべきを申され乍ら遂に延々と相成り居り，誠に申訳なきものと存

じ居り候，小生も其後御蔭様で只今迄の処召集もなく元気活動致し居

り候間，他事乍御休神被下度候故変化の活動状況を簡結に申上候間何

かの御参考迄に，壱月中に待望の値上あるものと期待せるに遂になく，

二月に持越されがつかりの様子加へて凍結乾飯の製造に○○側より気

合を入れられ，月中より全力を集中なる事に一決致し，本来の作業を

留守致せし為に製品売上は十二月の半分以下となり，然し仕込作業丈

は将来もあることとなれは，万障繰合せても実行致し居り候，売上減

�落合：戦時期，食品企業の満州進出について
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＜表２７＞　各月ごとの醤油・味噌販売量・販売額

備　考金　額樽　　数量商　品　名月年
４�３２０�００１�２０３�６００　樽１５�００　�軍納味噌１２月１９４２年
６００�００１�２０５００　樽１５�００　�軍納味噌１月１９４３年
３�６００�００１�２０３�０００　樽１５�００　�軍納味噌３月
３�４８０�００１�２０２�９００　樽１５�００　�軍納味噌４月
１�３２０�００１�２０１�１００　樽１５�００　�軍納味噌５月
２�１８６�９４１�２３１�７７８　樽１５�００　�軍納味噌９月
２�１１３�１４１�２３１�７１８　樽１５�００　�軍納味噌１０月
６�６３４�６２１�２３５�３９４　樽１５�００　�軍納味噌１１月
３�５６７�００１�２３２�９００　樽１５�００　�軍納味噌１２月
３�６９０�００１�２３３�０００　樽１５�００　�軍納味噌１月１９４４年
４�１９１�８４１�２３３�４０８　樽１５�００　�軍納味噌２月
３�６９０�００１�２３３�０００　樽１５�００　�味噌特需３月
１２�２６４�００２３�３６５２５　樽７５�００　�味噌民需
１５�００５�００３　樽１５�００　�

４�３７１�４２１�２３３�５５４　樽１５�００　�味噌特需４月
２１�６８５�４２４　樽１５�００　�味噌民需

１９�２９５�３６２３�３６８２６　樽７５�００　�
６１５�００１�２３５００　樽１５�００　�味噌特需５月
６５�０４５�４２１２　樽１５�００　�味噌民需

１５�２５４�０８２３�３６６５３　樽７５�００　�
工員渡し９�４５９�４５１　樽４５�００　�

４�０５９�００１�２３３�３００　樽１５�００　�味噌特需６月
１８３�９１５�４２３３　樽１５�００　�味噌民需

１３�０１１�５２２３�３６５５７　樽７５�００　�
８�７２３�００２６�８４３２５　樽７２�００　�醤油民需７月
１４３�４０７�１７２０　樽１８�００　�
５１�５０１�０３５０　本１�８０　�

２�４３６�６３１�２３１�９８１　樽１５�００　�味噌特需
３�９３０�００１�３１３�０００　樽１６�００　�

１２樽２�６５�５４�２４４�４５１２　樽１５�００　�味噌民需
２０�３６９�９２２３�３６８７２　樽７５�００　�
６８４�０００�０８８�５５０　�１�００　�粕

１８�３０４�８８２６�８４６８２　樽７２�００　�醤油民需８月
４３０�２０７�１７６０　樽１８�００　�

雑２０�６９６６�６０　�
３�８１１�６０１�６２２�３５０　樽１５�５０　�醤油特需
１�９６５�００１�３１１�５００　樽１６�００　�味噌特需
１６９�８３４�６０３６　樽１５�００　�味噌民需

１２�６１４�４０２３�３６５４０　樽７５�００　�
８７１�６８０�０８１０�８９６　�粕

１４�４３９�９２２６�８４５３８　樽７２�００　�醤油民需９月
４５８�８８７�１７６４　樽１８�００　�
１６�２８３７　本１�８０　�

雑５３�９８４７�９０　�
４�３２０�００１�６０２�７００　樽１５�５０　�醤油特需
１�９６５�００１�３１１�３００　樽１６�００　�味噌特需

２６樽４�１３５�８４５�２２２６　樽１５�００　�味噌民需
１４�５５３�２８２３�３６６２３　　７５�００　�
８００�０００�０８１０�０００　�粕
９�４１７�３６２６�８４３５１　樽７２�００　�醤油民需１０月　
２８６�８０７�１７４０　樽１８�００　�
７４�６７１１１　本１�８０　�

（雑）３９�６０１６２�００　�
１�２８０�１０１�６０８００　樽１５�５０　�醤油特需
３�０１３�００１�３１２�３００　樽１６�００　�味噌特需
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３９０�３８５�２０７５　樽１５�００　�味噌民需
１３�５２５�４４２３�３６５７９　樽７５�００　�
１�９９９�２００�０８２４�９９０　�粕
２５０�００２５�００１０　缶１８�００　�油

１５�１６４�６０２６�８４５６５　樽７２�００　�醤油民需１１月
１�０８２�６７７�１７１５１　樽１８�００　�
２３�１２２８　本１�８０　�

３�７２３�２０１�６０２�３２７　樽１５�５０　�醤油特需
７�０５０�４２１�３１５�３８２　樽１６�００　�

３８樽８�２１５�１８５�３８３８　樽１５�００　�味噌民需
１４�２９６�３２２３�３６６１２　樽７５�００　�
１�３５０�００２５�００５４　缶１８�００　�油
１８�８１４�８４２６�８４７０１　樽７２�００　�醤油民需１２月
９５３�６１７�１７１３３　樽１８�００　�
４８�８４１１１　本１�８０　�

２�４００�００１�８０１�５００　樽１５�５０　�醤油特需
７４樽８�３９６�４０５�３２７４　樽１５�００　�味噌民需

２５�３９２�３２２３�３６１�０８７　樽７５�００　�
９２０�０００�０８１１�５００　�粕
４７５�００２５�００１９　缶１８�００　�油

１０�１１８�６８２６�８４３７７　樽７２�００　�醤油民需１月１９４５年
３７２�８４７�１７５２　樽１８�００　�
９８�２７１４５　本１�８０　�

２�６０８�００１�６３１�６００　樽１５�５０　�醤油特需
３５樽２�１９０�８７５�４３３５　樽１５�００　�味噌民需

１０�９０９�１２２３�３６４６７　樽７５�００　�
４９２�８８６�１６１�００　�粕
１�０００�００２５�００４０　缶１８�００　�油
１ �１２７�２８２６�８４４２　樽７２�００　�醤油民需（旧）２月
４�２９３�３６４８�２４８９　樽７２�００　�醤油民需（新）
２８６�８０７�１７４０　樽１８�００　�醤油民需（旧）
６１５�０６１２�０６５１　樽１８�００　�醤油民需（新）
２３８�９５１�３５１７７　本１�８０　�
３０�８０７０　本１�８０　�醤油民需（雑）

１ �６００�００１�６０１�０００　樽１５�５０　�醤油特需
４８樽３�３３８�７１７�０５４８　樽１５�００　�味噌民需

１�７７８�３１３０�６６５８　樽７５�００　�
３９�５０８�５６４８�２４８１９　樽７２�００　�醤油民需（新）３月
１�７７２�８２１２�０６１４７　樽１８�００　�
１０８�００１�３５８０　樽１�８０　�

３１�２０２６　本１�８０　�醤油民需（雑）
１�８１０�００２�１００　樽１５�５０　�醤油特需
９８３�４２８�３１１１８　樽１５�５０　�味噌民需

３２�７０５�９１４１�７７７８３　樽７５�００　�
４�５２１�２８０�０８５６�５１１�００　�粕
５００�００２５�００２０　缶１８�００　�油

４０�３２８�６４４８�２４８３６　樽７２�００　�醤油民需４月　
１�４５９�２６１２�０６１２１　樽１８�００　�
８１�００１３�５０６　樽１８�００　�
２１５�４０１９５　本１�８０　�

新樽３�６８２�８０１�３５２�７２８　樽１５�５０　�醤油特需
古樽２�７６０�００１�３８２�０００　樽１５�５０　�醤油特需

３４�９６１�４９４１�７７８３７　樽７５�００　�味噌民需
７９８�３８８�４０９５　樽１５�００　�
４１９�２００�０９４�５４０�００　�粕
４００�００２５�００１６　缶１８�００　�油

６１�８４３�６８４８�２４１�２８２　樽７２�００　�醤油民需５月
９５２�７４１２�０６７９　樽１８�００　�



に依り収入減の為に日々の資金も常に忙がしく，為に銀行方面は御無

沙汰多く候，二月に入り○○側の凍結飯作業に対する催促は実に厳し

く為に工事事務所合体致し，全力を集中致し居り，工場作業も全能力

は総て凍結乾飯に集約されし，為に早や十日余も休業状態に御座候，

然し至上命令とならは�の名誉に掛け御主人様の名に掛けてもと日系

社員一同結束致し，全智全力を上けて作業に従事致し居り候，十二日

を以て糟作業も一段落となり，後日仕上作業と相成り，人工も半減の

模様なるも，これ又十七八日頃迄て半休と有ぜられ候，凍結乾飯も思

つたより，○○側の製品に対する信用も良く，且つ量及日時等も確実

に進行致し居り候へば，信用も良くこの点御安心被下度候，然るに最

近市内の正油の需給状況が抜行的に相成り，為に興農部市公署方面よ

り出荷増産の要望多く，又�に対する期待も多大にして，誠に有難き

仕事なれど，如何せん万事に行き渡さず，遂に市内方面に御無沙汰勝

になり居り候，今回増産問題が興農部の責任となり何とかして大量出

荷すべきに依り，味液添加に依り，出荷と決定当社宛に二車（約三万

五千円程）割当られ，資金解除の為十日興銀より五万円借入に決定致

し居り候，然も三月廿日より三月迄に大樽三千程の出荷の依頼興農部
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２４１�２０１７９　本１�８０　�
古樽２�７６０�００１�３８２�０００　樽１５�５０　�醤油特需

３２�９９８�３０４１�７７７９０　樽７５�００　�味噌民需
６２２�１８８�６４７２　樽１５�００　�
１�０５０�００１�０５１�０００　樽１６�００　�味噌特需
１�９４８�９５２�１３９１５　樽３５�００　�
２ �３４０�８００�０９２５�９７５�００　�粕
９２５�００２５�００３７　缶１８�００　�油

４６�８４１�０４４８�２４９７１　樽７２�００　�醤油民需６月
８２０�０８１２�０６６８　樽１８�００　�
５４�１２１３�５３４　樽１８�００　�
１８５�１４１８６　本１�８０　�

６ �１６０�００１�４０４�４００　樽１５�５０　�醤油特需
２７�３１７�５８４１�７７６５４　樽７５�００　�味噌民需
４３５�１２８�８８４９　樽１５�００　�
４�２００�００１�０５４�０００　樽１６�００　�味噌特需
２�３２３�８４０�０８２５�２４８�００　�粕
１�３００�００�２５�００５２　缶１８�００　�油

月が抜けているものは不明なもの
ヤマサ醤油株式会社所蔵史料４－２－４，２５４－１　その　１，２，３　特１３－３４



小林枝佐殿より主事殿宛強く御願いに参り居り候，�としても名誉と

市民の為に力闘すべく一致団結を計り居り候，現在当社は社内の気持

も実に良く人の和合が気持ち良く運ばれ居り，都筑氏の元に強力な団

結は本当に社長様及外岡様に御目に掛けたきものと存じ居り候，然し

残念なことに酒気を帯び話す事は誰も給料の安い点を良く耳に致すこ

ととの点社長様及び外岡様に御一考願ひたきものと思ひ居り候，値上

も二三日中に発表の様子約現行の八割値上の様に伺ひ居り候，尚一月

分会計伝票御凍結御乾飯作業手伝の為に締切も十七八日頃と相成る様

子にてとの点，御承知被下度，尚御ついでの東京出張部会計課にも宜

敷御伝言を賜り度存じ候，石炭等の入手も良好にして和順区内にて毎

月の入炭量は�が第一位にて，他よりセン望され居り候，他の原材料

も良く入手致し居り候間，御休心被下度先日近況旁々……

　＜史料９＞にも記載されている価格の値上げについては未だなされず，

２月に持ち越されている。「凍結乾飯の製造に○○側より気合を入れられ，

月中より全力を集中なる事に一決致し，本来の作業を留守致せし為に製品

売上は十二月の半分以下となり，然し仕込作業丈は将来もあることとなれ

は，万障繰合せても実行致し居り候」と，冬季には軍による命令で凍結乾

飯の製造を行う必要があり，製造・経営は円滑に進んでいなかった。史料

中には，○○と主体名が記されていないが関東軍か何かであろう。この点

は，「二月に入り○○側の凍結飯作業に対する催促は実に厳しく，為に工事

事務所合体致し，全力を集中致し居り，工場作業も全能力は総て凍結乾飯

に集約されし，為に早や十日余も休業状態に御座候，然し至上命令となら

は�の名誉に掛け御主人様の名に掛けてもと日系社員一同結束致し，全智

全力を上けて作業に従事致し居り候」と，記載されている通り，凍結乾飯

製造は軍の要請によってなされ，大きな負担を負っていたのである４４）。た

だ，凍結乾飯の製造に対する信用も悪くなく，醤油自体も「興農部市公署
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特１０－４７）



方面より出荷増産の要望多く，又�に対する期待も多大にして，誠に有難

き仕事なれど，如何せん万事に行き渡さず，遂に市内方面に御無沙汰勝に

なり居り候，今回増産問題が興農部の責任となり何とかして大量出荷すべ

きに依り，味液添加に依り，出荷と決定当社宛に二車（約三万五千円程）

割当られ，資金解除の為十日興銀より五万円借入に決定致し居り候，然も

三月廿日より三月迄に大樽三千程の出荷の依頼興農部小林枝佐殿より主事

殿宛強く御願いに参り居り候」と，醤油不足により増産が求められており，

結局，味液添加の速醸法によって醸造・出荷している。また，会社の雰囲

気も悪くはなかったが，「残念なことに酒気を帯び話す事は誰も給料の安い

点を良く耳に致すこととの点社長様及び外岡様に御一考願ひたきものと思

ひ居り候」と，低価の製品価格のしわ寄せが賃金に向けられていたのであ

る。ただ，原材料の入手は，「石炭等の入手も良好にして和順区内にて毎月

の入炭量は�が第一位にて，他よりセン望され居り候」と，１９４５年に至る

まで他社より有利であったのである。

＜史料１１＞

先般全満味噌醤油の品評会あり，味噌は不成績にて面目なく醤油は幸ひ

優勝致し候，併し之は市販品でなく生揚の事とて市販品とは大分趣を異

に致し居り候

醤油五樽献上目録作成，司令官より満州国皇帝陛下へ献上の事と相成り

面目をほどこし候，之も皆内地ヤマサ醤油の光栄ある賜と存じ居り候

工場の方は只今労務者問題にて内地以上に困却致し居り候，最近当地の

会社工場は之の吸収が最大の致に存ぜられ候

以上近況旁々申上候　　

（康徳十一年十月二十三日）

　同史料は品評会の様子が示されているが，満州ヤマサにおける醤油醸造

の品質の良さが評価され，優勝，満州皇帝への献上がなされていることが

わかる。もちろん，市販品とは品質も異なることは記述されている通りで

あるが，それでも，献上品の果す意味を考える上で重要であるといえるだ
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ろう。

＜史料１２＞

１９４５年９月２４日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　本店会計課　

　外岡部長殿

　前略　御免被下度候

　一満州計算の件

満州ヤマサ醤油月次決算書乍延引同封御送付申上候間，御検覧被下度

候，会計類は七月廿二日附まで到着以後通信杜絶罷在候間，同日附の

貸借表作成致置候，但損益計算は月の途中にては計算不可能に就き，

六月末日を以て〆切り以后の分は未決算勘定中に仮払及び仮受として

保留致置候

本年こそは相当の利益を期待し得へかりしを返す返すも残念至極に奉

存候

　二満州立替金精算の件

七ー九月分立替金計算書同封御送付申上候間，中銀支店より取立方御

下命置被下度願上候

今回の引き出しを以て銀行残高は一一八七五円六七銭と相成可申，御

含置賜り度候　　　　　　　�　　　　　　　　　　　　　草々　　

　同史料は，終戦後の様子を示したものとして，興味深い。貸借対照表，

損益計算書などの作成は六月末で締めることとし，決算がなされている様

子がわかる。同史料を参照すると，醤油醸造も２年目ということで，よう

やく相当の利益が期待されていたはずであることがわかる。

お　わ　り　に

　以上，満州ヤマサ醤油株式会社を例にしながら，戦時期の食品産業の満

州進出とその展開を明らかにしてきた。この間における満州ヤマサ醤油株

式会社の特質をまとめると，一つは植民地への進出企業という点であり，
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もう一つは戦時統制下に工場が設置されたという点の二つに集約できるだ

ろう。最後に，この二つの点に焦点を据えながら，主として醤油醸造業を

例にしながらまとめとしたい。

　まず，第一の植民地への進出企業という視点から述べていくことにしよ

う。元来，満州地方には醤油は存在しなかったが，１９００年ごろから次第に

満州にも浸透するようになる。「満州国」建設前後における満州醤油市場

の動向は，満州人が醤油醸造業を行っていた満州醤油と，日本系企業が大

連などに進出し，大連・旅順で醤油醸造を行う関東州醤油と，日本からの

輸出品としての醤油の大きく三種類の醤油に大別できよう。「満州国」建設

後，日本企業が「満州国」内で醤油醸造業が創業される中で，「満州国」内

市場での醤油生産が浸透していく。とりわけ，日本人の「満州国」への移

入が進むにつれ，「満州国」内での醤油醸造業が盛んになっていく。

��ヤマサ醤油株式会社は，日本の国内市場の停滞感から海外市場を模索す

ることになるが，満州ヤマサ醤油株式会社として進出した新京は，「満州国」

の首都として設定された新興都市であった。「満州国」建国以来，新京にお

ける人口増は顕著で，１９４０年から４５年の５年間で２倍の増加となっている。

この間，日本人は１０万人から１５万人と５割増加であったが，その意味でも

醤油需要は増大している。満州ヤマサ醤油株式会社は，日本人の新京移住

者の増加と日本からの輸入を請け負うことを目的として設立されたのであ

る。

　満州ヤマサ醤油株式会社が設立されたのは１９４０年１０月のことであったが，

その前年の９月２０日，日本は満関向けの輸出調整令が出されおり，自由な

物資輸送が困難になっている。満州ヤマサ醤油�株式会社として満州市場へ

進出した理由は不明だが，当時，ヤマサ醤油株式会社は，すでに醤油業界

としては，すでに三印の一つとして日本市場では確固たるブランドを築い

ていた。このヤマサ醤油株式会社が「満州国」へ進出することで，日本が

「満州国」への物資輸出を制限していく中，満州の醤油需要に応じること

を可能とする切り札としての重要な役割が期待されたのである。事実，満
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州ヤマサ醤油株式会社が満州新京へ進出した翌月，満州味噌醤油統制中央

会の理事として運営の一翼を担っている。

　しかしながら，「満州国」への醤油輸入が次第に減少する中，満州ヤマサ

醤油株式会社においても，工場設立が求められていく。ヤマサ醤油の工場

設立は，醤油輸入の減少と，「満州国」内では原料である大豆・小麦・塩を

入手することが容易だったことが理由として挙げられる。特に，醤油・味

噌以外にも，速醸法によるアミノ酸醤油の醸造に積極的に取り組んでいる

ことが注目できる点だろう。

　満州ヤマサ醤油工場は，１９４１年９月に申請がなされ，翌年２月に新京特

別市からの許可を得ている。そして，１９４２年７月から工場建設に着手した

のである。先に，１９４４年の満州の醤油市場の動向について，「満州国」内で

の自立化が達成されたことを紹介した。すなわち，「康徳八年八月より着

手の地場産業振興方策に依り，康徳十年度に於ては完全に国内自給自足の

域に達した」と，「満州国」内での自立化が達成された叙述があるが４５），こ

の「自給自足」という表現の背景には，日本からの輸入が断たれたことに

よるものであって，決して「満州国」内での醤油醸造業が盛んとなったこ

とではなかったのである。「満州国」は，戦時期になることで日本市場から

切り離され，やむなく増産運動を展開することが求められたのである。こ

の自立の背景には，日本からの輸入が断たれたことによるものであって，

決して「満州国」内での醤油醸造業が盛んとなったわけではなかったので

ある。

　満州ヤマサ醤油工場設立の特質は，移駐工場という点に集約できる。日

本の銚子のヤマサ醤油株式会社の全面的な支援のもと，中古の機械を移駐

することで設立がなされたのである。後述するが，醤油醸造業の作業の現

場に携わるのは，苦力頭を含めて中国人であるように，醤油醸造作業に直

接関わる労働者は，満州人でも可能であったが，実際の機械や設置に伴う

�落合：戦時期，食品企業の満州進出について

―� ―79
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図書センター，２０００年）



桶工などが不足していた。醤油醸造業において，作業による熟練労働者は

一定度育っていたものの，設備や桶工などの技術者は，まだ未成熟であっ

たのである。「満州国」建国以来，もちろん，設備の移設には，銚子のヤマ

サ醤油株式会社の全面的支援が前提であったが，他方で移設に当たり，そ

の機械費や輸送費は全て満州ヤマサ醤油株式会社による会計として組み込

まれ，負担している。雇用関係の具体的な様子は不明だが，満州人が宿泊

する宿舎には，暖房装置もオンドル装置のみであることがわかる。それで

も，勤務状態は悪くはなく，冬季になると欠勤も目立つようになるが，

１９４３年の１０月から１２月にかけては，ほとんど皆勤であった。ところで，こ

の設備移駐費用には２５万円以上かかっているが，結局＜表２８＞の様に，

１９４５年９月に１０万円弱が未済の状態で終戦を迎えたのである。以上の様に，

植民地「満州国」へのヤマサ醤油株式会社の進出は，ヤマサ醤油の満州市

場への進出だけでなく，「満州国」へ移住した日本の醤油需要に対応したも

のであった。また，機械・資材は銚子など移駐品であり，経営陣も日本人

であり，ヤマサ醤油色の濃いものであったのである。

　満州ヤマサ醤油工場で醸造された醤油も，上品で評判が良く，献上品や
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＜表２８＞　１９４５年９月２５日未収入金

１９４５年９月

１９８�８０１�１２機械代

５０�７５８�９８移駐諸掛

（荷造費、輸送費）

３５�１７０�５４出張員旅費賃金等

７，３８５�６６機械代入金遅延利息

２９２�１１６�３０合計

１９５�５１２�０１内金入金高

９６�６０４�２９差引機械代未収入金

昭和２０年９月２５日「満州ヤマサ未収入金調」
明治１８年１月～２０年９月　ヤマサ醤油東京出張所
「満州ヤマサ計算書」



表彰の対象となっていた。ただ，ここで問題であったのは，統制経済が敷

かれていたことである。次に，統制経済下における醤油醸造業の展開につ

いて述べていくことにしよう。統制経済の特質は，①物資不足，②軍統制

下のもの，③品質統制，④原料配給，⑤価格統制，⑥軍への物資供出など

多岐に渡る。以下，それぞれまとめておくことにしよう。

　①慢性的な物資不足は，醤油においても同じであった。このため，醸造

法はアミノ酸や塩酸，味液などを利用した速醸法による製品が中心で

あったのである。先に統制経済の下，増産運動が展開されたことを指

摘したが，増産の中身は粗悪品の大量生産であったのである。品質よ

りも製品（存在）が重視されたわけである。こうした粗悪な製品は，

日系業者よりも満系業者に対して割当が多かった。満系業者に粗悪品

製造が課せられるということは，満州人への粗悪品消費が多いことを

意味しており，醤油不足のしわ寄せが満州人に向けられたのである。

　②軍統制下におかれていることは，統制経済自体を示すものであるが，

軍の指示によって，１９４４年１０月以来凍結乾飯の製造が促されている。

ヤマサ醤油株式会社関係史料からは，この凍結乾飯の製造作業の記載

はほとんど見られないが，軍の指揮の下，生産が促進されており，そ

のノルマを達成するために二つの工場を合同させ作業に当たっている。

このため，醤油・味噌醸造作業が停滞している。ただし，そうした中

でも醸造活動だけは中止せず，仕込作業だけは継続しているところは，

史料中の文言を利用するのであれば，「ヤマサ魂」といわれる醤油醸造

の情熱がうかがえるところである。

　③品質統制は，④の原料配給と関係することだが，原料の配給が行われ，

生産量も決められ，価格も統一されることから，必然的に品質が統一

されていく。しかも，品質規定も厳格となり，規格から外れたものは

半額で販売することになっていた。つまり，どの業者の製品も均一と

なることで，製品の特性が失われることになったのである。しかも，

品質はアミノ酸や番醤油を混合した粗悪なものであった。増産運動の
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結果，醸造された醤油は，本来の醤油とは似て非なるものであったの

である。

　④原料の配給について，満州工場自体について述べると，他社と比較し

て恵まれていた。製造自体の信用は高く注文も多く受けている。工場

としての信頼の裏付けとも言える点である。ただ，③に述べた通り，

規格品の生産ということで，高品質な醤油醸造に主眼を置いていたヤ

マサ醤油にとっては，ヤマサブランドとしての独自性を発揮できな

かったのも事実である。

　⑤この一連の統制経済の中で最も醤油醸造業界において厳しいものが，

醤油の価格統制（公定価格制）であった。醤油業界からは数度となく

軍に対し，醤油価格の値上げが陳情されているが，ずっと据え置かれ

た状態であり，１９４５年２月の値上げまで待たなければならなかったの

である。そして１９４５年２月の値上げは，民需品に対して８割増しと

なったのに対し，軍納（特需）品に対しては，むしろ若干安価となっ

ていた。

　⑥軍への物資供出は，特需品として味噌・醤油の供出が行われた。原料

配給が行われていたので，一概には指摘できないが，同量の醤油でも，

５倍以下の価格で軍納しなければならなかったのである。軍納分の原

料費は確かに安価に抑えられているのも事実であるが，賃金や移駐品

の支払いなどの利息が嵩むことで，決算としては損失となったのであ

る。

　以上，統制経済下の醤油醸造業の展開を，六つの視点から紹介してきた。

統制経済下の醤油醸造は，一面「満州国」内での醤油市場の分配を実現す

るような生産割当が行われている様に見えるだろう。しかも，統制経済下，

醤油増産が意図され，実際表面的な数字の上では増産が実現している。し

かし，その実態は限られた原料の配給の中で醤油醸造を短期間で行う必要

があり，極めて粗悪な醤油醸造の濫造が求められたのである。しかも，他

社製品との均一性を保つということは，自然ヤマサブランドを発揮する上
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で必要なはずの品質の独自性が失われることにもなったのである。原料が

配給で，しかも価格が低い値段で統制されていることから，原価意識は非

常に高かったようである。満州ヤマサの残存史料には，原価計算による見

積りが多く残されているが，こうしたことによるといえるだろう。

　移駐機械などの未払い分について，銚子のヤマサ醤油へ未済のまま終戦

を迎えている。１９４５年９月銚子の本店会計課から外岡部長に宛てた書簡を

参照すると，「本年こそは相当の利益を期待し得へかりしを返す返すも残

念至極に奉存候」と，記載されている４６）。結局，満州ヤマサ株式会社は，

人材を派遣し，資材を移駐したものの，その成果は統制経済のもとで発揮

することはできず，終戦となり，損失を残したまま満州から撤退したので

ある。

�落合：戦時期，食品企業の満州進出について
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４６）　康徳１２年９月　本店会計課，外岡部長宛書状（康徳１２年４月～９月「満州ヤマ

サ関係往復文書」特１０－５０）


